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ＮＥＸＣＯ中日本グループ一丸となって、安全を追求し続ける 

２０１２年１２月２日、当社が管理する中央自動車道 笹子トンネル（上り線）にお

ける天井板崩落事故により、９名もの尊いお命を奪うという、あってはならない事

故を引き起こしました。 

お亡くなりになられた皆さま、ご遺族の皆さまに対し、深くお詫び申し上げます

とともに、お亡くなりになられた皆さまのご冥福を心からお祈りいたします。また、

事故によってお怪我をされた皆さまや、ご迷惑をおかけした皆さまに、心からお詫び

申し上げます。 

ＮＥＸＣＯ中日本グループでは、「二度とこのような事故を起こしてはならない」

という深い反省と強い決意のもと、２０２６年度から始まる新たな『経営計画チャレ

ンジⅤ２０２６‐２０３０』においても、引き続き、「安全性向上に向けた不断の取組

みの深化」を経営方針の最上位に位置づけ、「安全性向上への『５つの取組み方

針』」に基づく取組みを継続し、更に「深化」させてまいります。 

あわせて、「安全・安心で利便性・快適性の高い高速道路空間の提供」「お客さ

まや地域、社会の課題に応える新たな価値創造」「脱炭素化をはじめとする環境

保全への貢献」などにも、ＮＥＸＣＯ中日本グループの総力を挙げて着実に取り組

んでまいります。 

笹子トンネル天井板崩落事故から１３年が経過し、事故後に入社した当社の社

員は全体のほぼ５割に達します。「安全啓発館」における安全啓発研修は２０２５

年度までにグループ全社員の一巡目の受講が完了しましたが、事故を直接知ら

ない世代が増えていく中、２０２６年度以降もグループ全社員を対象に安全啓発

研修を継続して、事故の記憶を風化させず、事故の背景や教訓を自らの言葉で

語り、次世代へ伝承できる人財を育成してまいります。 

安全性向上への取組みに終わりはありません。「笹子トンネル天井板崩落事故

のような事故は二度と発生させない」という強い決意のもと、私自身が先頭に立

ち、高速道路の安全性向上という「永遠の挑戦課題」にグループ一丸となって取り

組んでまいります。 

中日本高速道路株式会社 

代表取締役社長ＣＥＯ 縄田 正 
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Ⅰ.はじめに 

 

 

発生日時：２０１２年１２月２日（日曜日）午前８時３分 

発生場所：中央自動車道（上り線）笹子トンネル内（延長４.８km、大月ＪＣＴ～勝沼ＩＣ間） 

事故概要：笹子トンネル（上り線）の東京側坑口から

約１.５ｋｍ付近で、トンネル内の換気のた

めに設置されていた天井板、隔壁板等が

約１３８ｍにわたり崩落し、走行中の車両

３台が下敷きとなり、うち２台から火災が

発生しました。 

この事故で、９名もの尊い命が失われ、  

多くの方々が被害に遭われました。 

 

安全性向上への取組みの変遷 
 

※P.７２【参考１】 安全性向上への「５つの取組み方針」の位置づけ（２０１６年度～）参照 

笹子トンネル天井板崩落事故の概要 
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安全性向上への「５つの取組み方針」 

私たちは、２０１２年１２月２日に引き起こした笹子トンネル天井板崩落事故を決して忘れず、

お客さまに安全な高速道路を提供し続けることこそ、最大の使命であるとの強い決意のもと、

次の「５つの取組み方針」に基づき、安全性向上の取組みを持続的に進めます。 

1．安全を最優先とする企業文化の醸成 

グループ内の連携・コミュニケーションの充実により、安全を最優先とする価値観が共有され、

自律的な行動が展開される企業文化を醸成します。 

2．安全活動の推進 

海外を含む社内外の安全に関する多様な情報の収集・共有や、最新の知見によるきめ細か

な現場への支援・指導等に加え、社外の視点も採り入れ、組織横断的な安全活動を推進しま

す。 

3．安全を支える人財の育成 

安全を最優先し、強い責任感・意欲・誇りと、高い技術力を持って自ら考え行動する人財を

育成します。 

4．道路構造物等の経年劣化や潜在的リスクに対応した業務プロセスの継続的

改善 

道路構造物等の経年劣化や潜在的リスクに対応した計画・実行・評価・改善のサイクルを着

実に実践し、現場に根ざした業務の継続的改善を行います。 

5．安全性向上に向けた着実かつ効率的な事業の推進 

点検・補修技術の更なる向上と、効果的な経営資源の投入により、安全性向上に向けた事業

を着実かつ効率的に実施します。 

私たち一人ひとりは、以下の安全行動指針を拠り所として、自律的に行動します。 

[安全行動指針] 

◆ 事故を決して忘れず、お客さまの安全を何よりも優先します。 

◆ 現場に向き合い、現場から学び、考え行動します。 

◆ 潜在的リスクにも目を向け、計画・実行・評価・改善のサイクルを着実に実践します。 

◆ 安全に関する情報を積極的に収集し、自らの問題として考え行動します。 

◆ 安全について自らのテーマを設定し、自己研鑽します。 
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【安全性向上への「5つの取組み方針」の関係（２０２５年度の取組み方針）】 
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本報告書の構成 
 

本報告書は、安全性向上への「５つの取組み方針1」に基づく、ＮＥＸＣＯ中日本グループの

２０２５年度における取組みをまとめたものです。 

ＮＥＸＣＯ中日本グループは、「第１０回安全性向上有識者会議（２０２５年６月１７日）2」で有

識者委員からいただいたご意見やアドバイスを踏まえ、これらの取組みにおいてＰＤＣＡサイ

クルを着実に実践しながらスパイラルアップさせ、継続してきました。 

取組み方針ごとに以下の項目に分けて報告します。 

・「２０２５年度の取組み方針（P）」 「有識者委員からの取組みへのアドバイス」 

・「主な取組み状況（D）」 

・「取組みの自己評価と課題認識（C／A）」 

・「２０２６年度の取組み方針（P）」 

 

 
1 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞安全への取組み＞安全性向上への「５つの取組み方針」 
2 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞安全への取組み＞安全性向上への「５つの取組み方針」＞安全性向上有識者会議 

P
2024年度
に向けて

C/A
2024年度の

取組みの自己評価

と課題認識
D

2024年度の
取組み状況

D
2025年度の
取組み状況

D
2026年度の
取組み状況

C/A
2025年度の

取組みの自己評価
と課題認識

安全性向上
３カ年計画の実施
（2013-2015）

Ｐ
2026年度
に向けて

Ｐ
2025年度
に向けて

安
全
性
向
上

へ
の
「
５
つ
の
取
組
み
方
針
」

（2016年度～）

C/A
2026年度の

取組みの自己評価

と課題認識

安全性向上への不断の取組みの深化

（課題の解決に向けて）

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/safety/policy/five_policy/
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/safety/policy/advisory_council/
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Ⅱ.２０２５年度の取組み状況と２０２６年度の取組み方針 

1.安全を最優先とする企業文化の醸成 

２０２５年度の取組み方針（P） 

 ① 一人ひとりの「安全を最優先とする意識」の維持向上  

■ 笹子トンネル天井板崩落事故の記憶と教訓を風化させず、安全を最優先とする企業理念を浸透さ

せる取組みを継続します。また、安全意識調査の詳細な分析結果をもとに対策を講じるなど、新た

な取組みを加え、取組みを改善していきます。ご遺族様との対話を継続し、その想いを受け止める

ことで、安全意識の更なる向上と劣化防止を図ります。 

■ 一人ひとりが、事業を進めるうえでの優先順位の考え方（「安全（S）、コンプライアンス（L）、品質

（Q）、工期（D）、コスト（C）」）の理解を深め、「安全とコンプライアンスは会社の事業運営の大前提」

であることを定着させるとともに、現場で実践します。 

 ② 経営陣及び各職場の所属長による安全を最優先とする姿勢・行動の率先垂範  

■ 経営陣及び各職場の所属長は、「安全を最優先」とする意識が社員に根づくよう、企業理念や経

営方針を自らの言葉で伝えるとともに、各職場の取組みを見える化し、社員の具体的な行動につな

がるよう、更なる安全意識の浸透を図ります。 

 ③ グループ内の連携・コミュニケーションの充実  

■ 経営陣及び各職場の所属長は、現場の状況・課題を正確に把握するため、グループ全体の現場

の声に耳を傾け、具体的な行動とフィードバックを行います。さらに部門間やグループ全体のコミュ

ニケーションを充実し、共通認識を高めることで、課題解決に向けた安全への取組みをリードします。 

■ 一人ひとりが安全を最優先とする価値観を共有できるよう、グループ会社を含めた職場全体のコ

ミュニケーションの円滑化に取り組みます。また、ＤＥ＆I（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルー

ジョン）の取組みを充実させ、誰もが発言しやすい風通しの良い職場、心理的な安全性の高い職場

を創出することをめざします。 

 ④ 一人ひとりの自律的な行動の推進  

■ 自律的なリスクマネジメントを推進するため、事業施策とそれに係るリスクの管理を一体化させた

マネジメントを継続します。 

■ 心理的安全性の高い職場づくりや業務改善事項の発表機会の創出、褒める文化の実践などを通

じて、一人ひとりの自律的な行動を推進し、職場の安全性向上を促進します。 

グループ内の連携・コミュニケーションの充実により、安全を最優先とする価値観が共有さ

れ、自律的な行動が展開される企業文化を醸成します。 
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【有識者委員からの取組みへのアドバイス】 

〇 ＮＥＸＣＯ中日本の安全への取組みは、日本でもトップクラスであると思う。無力感にとらわれるこ

となく、自律的に課題を見つける意識をもって安全性向上の取組みを継続していただきたい。 

○ 「二度とこのような事故を起こしてはならない」との反省と決意で安全性向上に取り組んでいる

が、笹子トンネル天井板崩落事故の原因や背景を正しく理解し、同様の原因、背景で発生した事故

や、事故で得られた反省と教訓が守られずに発生した事故は「このような事故」であるとの共通認

識を全社員で共有し、どのような小さな事故でも、これら共通認識に基づく対応が重要である。 
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主な取組み状況（D） 

① 一人ひとりの「安全を最優先とする意識」の維持向上 
 

➢ グループ全体での安全文化の醸成に向けた取組み 
 

 

 

  

 
3 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞安全への取組み＞笹子トンネル天井板崩落事故について 

（初狩 PA 慰霊碑前での追悼慰霊式） 

◆笹子トンネル天井板崩落事故3が発生した１２月２日を、ＮＥＸＣＯ

中日本グループの「安全の日」と定め、追悼慰霊式を執り行うとと

もに、その模様をグループ全社員が視聴し、すべての職場で黙と

う及び「安全に関する職場討議」を実施しています。 

（追悼慰霊式の視聴と黙とう） 

◆グループ全社員が毎月行う「安全行動指針」の唱和及び「安全に

関する職場討議」は、各職場の継続的な取組みとして定着してい

ます。「安全に関する職場討議」では、各職場が抱える課題に関し

て独自のテーマを設定し、自主的に議論しています。例年は年に２

回、グループ全体で統一テーマを設け、グループ全体の課題を議

論していますが、２０２５年度は、追悼慰霊式でのご遺族様、ご友

人様のお言葉を改めて考える機会を設けるため、統一テーマによ

る職場討議を１回追加して３回実施しました。 

（「安全の日」の職場討議） 

【事例：安全に関する職場討議】 

◇追悼慰霊式でのご遺族様、ご友人様のお言葉を改めて考える

機会として、統一テーマを「社員一人ひとりが安全を最優先とし

て自律的に行動し、思っていることを積極的に声に出して、人を

尊重する組織にしていくために」とした職場討議を実施しました。 

＜討議での意見＞ 

・「どうせ変わらない」「言っても仕方がない」と思われないよう、

声に出して話してくれたことに対してしっかりと向き合って、一

緒に考えることが大切だと思う。 

・集団になると他の人への意見が言いづらく、結果として組織の

判断を誤る「集団浅慮」に陥らないために、様々な意見を取り入

れることを心掛けたい。 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/safety/sasago/
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◆安全文化醸成のため、外部講師による「安全に関する講演会」を毎年開催し、グループ全体で視聴

しています。各支社やグループ会社でも、随時安全講座や講演会等を開催しています。 

◆有識者委員からのアドバイスを踏まえ、笹子トンネル天井板崩落事故と同様の原因、背景により発

生した事故や、事故で得られた反省と教訓が守られずに発生した事故は「同様の事故」であるとの認

識を、グループ全社員で共有することが重要であることから、「安全推進活動（P.２１参照）」等の機会

を捉えて啓発を行いました。あわせて、「このような事故」の捉え方や、日々の業務の中で留意すべき

事項に関して解説を加え、どのような小さな事象であっても「同様の事故」につながる可能性がある

ことを認識し、確実に事故の反省と教訓を活かした行動につなげられるよう、全社員へ周知しました。 

➢ 安全意識調査の分析と安全文化向上に向けた活用 

◆毎年グループ全社員で「安全意識調査」を実施しています。安全意識調査の結果は、２０２１年度に

下落して以降、上昇傾向が続いているものの、２０２０年度の水準には至っていません。各職場では、

安全意識調査結果と安全文化８軸モデル4による分析結果を活用し、安全に関する取組みの改善に

つなげています。 

◆総合安全推進部は、安全意識調査結果の分析を通じて組織の安全文化と高い相関を持つ指標を

見出すとともに、これらの指標に着目した取組みを推進することで、安全文化の向上につなげていま

す。具体的には、安全推進活動において当該指標が高い組織の優れた取組みを紹介し、各組織が

自らの課題に応じた改善策を講じることを促すなど、分析結果に基づく取組みの改善に活用してい

ます。これらの取組みの効果を継続的に確認しながら、組織全体の安全文化の底上げに向けた取組

みを進めています。 

  

 
4 安全文化８軸モデル：日本独自の安全文化を考慮し、国内外の様々な研究をもとにした安全文化の８つの構成要素です。 

①組織統率、②責任関与、③相互理解、④危険認知、⑤学習伝承、⑥作業管理、⑦資源管理、⑧動機づけ 

（村田 一郎氏による講演） 

【事例：安全に関する講演会】 

◇２０２５年度は「鉄道の安全と鉄道構造物の維持管理」と題し、当社

安全性向上有識者会議委員で、大鉄工業株式会社取締役兼常務執

行役員土木本部長の村田 一郎氏に講演していただきました。講演

では、ＪＲ西日本でのご経験をもとに、福知山線列車事故の反省を踏

まえた取組みや、安全の実現に欠かせない視点等に関してお話しい

ただきました。 

【事例：安全意識調査結果の分析】 

◇過年度の安全意識調査の分析結果により、組織の安全文化と高い相関を持つ指標が「情報共有」

と「エンパワメント」であったことを踏まえ、安全推進活動等でこれらの指標が高い組織の優れた取

組みを紹介し、他の組織に取組みの改善を促しています。 

◇一部のグループ会社でも、安全性向上に向けた取組みの改善につなげるため、それぞれの組織の

安全文化と相関の高い指標を分析しています。 
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➢ 安全性向上の取組みに関するご説明会 

◆ご遺族様に当社の安全性向上に関する取組み状況をお伝えする場として、２０１３年から毎年「安全

性向上の取組みに関するご説明会」を設けています。この説明会では、ご参加いただいたご遺族様

に、安全性向上への「５つの取組み方針」に沿って１年間の取組み状況等を経営陣からお伝えすると

ともに、ご遺族様の想いや様々なご意見を賜っています。ご遺族様の想いや様々なご意見は、「安全

対話（P.１１参照）」で経営陣から社員に直接伝え、安全意識の更なる向上を図っています。 

➢ ご遺族様と社員との対話 

◆２０２３年度に続き２回目となる「ご遺族様と社員との対話」を行いました。ご遺族様からは、１３年

経っても癒えることがない事故に対する想いや、社員との対話を再発防止に活かしてほしいとのお

話をいただきました。社員からは、事故当時に考えたことや、事故後に安全性向上に向けて取り組ん

でいること、ご遺族様のお話を伺って感じたことなどをお伝えしました。対話に参加した社員は、それ

ぞれの職場等でご遺族様から伺った想いや、今後の取組みに活かすことなどを自身の言葉で発信し、

社内の安全意識の更なる浸透を図っています。 

➢ 「安全とコンプライアンスの最優先」の定着を目的とした社員への啓発 

◆事業を進めるうえで安全とコンプライアンスが最優先であるという認識を定着させるため、優先順

位の考え方「安全（S）、コンプライアンス（L）、品質（Q）、工期（D）、コスト（C）」に関し、安全推進活動

等の機会を捉えて啓発を行うとともに、事務所長が行う「安全性向上の取組みに関する自己評価（P.

７５【参考４】参照）」の項目として取り入れました。 
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② 経営陣及び各職場の所属長による安全を最優先とする姿勢・行動の率先垂範 
 

➢ 経営陣及び各職場の所属長による率先垂範 

◆取締役は、毎月の経営会議で安全を最優先とする行動を促す具体的なメッセージを自らの言葉で

発信しています。あわせて、社長は社会や社内の安全に関する変化を捉えたグループＣＥＯメッセー

ジを隔月で発信しています。これらのメッセージは、グループ全社員が「安全掲示板（P.７３【参考２】

参照）」で見ることができます。 

◆新任の事務所長が安全のリーダーとして組織を統括し、安全を最優先とした判断を即時に行えるよ

う、総合安全推進部長が各事務所に出向き、アドバイスを行っています。また、各事務所で得られた

好事例の取組みを安全情報レポートに掲載し、グループ全体で共有しています。 

◆経営陣及び各職場の所属長は、「安全意識調査の分析結果」や「職場力向上診断5」を活用し、リー

ドオフマン（ＬＯ）・ミドルリーダー（ＭＬ）6と協働して、安全性向上や各職場が抱える課題の解決、自

律的に行動する人財の育成に取り組んでいます。 

◆事務所長は、グループ報「みちの明日へ」を通じて、安全に対する思いや考え、それを実現するため

の具体的な取組みをグループ全社員に発信しています。 

◆事務所長は、毎年「安全性向上の取組みに関する自己評価」を行い、社員の意見を反映した安全

性向上のための重点施策に、自ら取り組んでいます。 

  

 
5 職場力向上診断：ＥＳ調査の評価軸を補完し、各職場の種々の活動に対する職場の変化の定量的かつ短期間の時系列的な診断によって活

動のＰＤＣＡを支援するもので、年３回実施しています。 
6 リードオフマン（LO）・ミドルリーダー（ML）： 担当業務を高いレベルで執行しつつ、安全を最優先とする企業理念に基づき実務レベルの改

善、改革に自律的に取り組む者として、事務所の課長、工事長の中から所長が任命した者をＬＯ、支社の各部門の課長代理の中から支社長

が任命した者をＭＬといいます。 

【事例：２０２５年度の経営会議における安全に関するメッセージ（要旨）】 

◇過去の成功体験から自身の能力を過大評価し、リスクを過少評価する「ベテラン・バイアス」に陥る

ことがないよう、新入社員なども含めてお互いに意見を出し合い、議論したうえで安全を判断する

ことが大事である。 

◇笹子トンネル天井板崩落事故の前後での状況の変化について、それを知らない事故後入社の社

員に分かりやすく伝える必要がある。 

◇三重県四日市市で止水板の故障により地下駐車場が水没した事象を教訓に、それぞれの担当業

務において、定期的に点検を行うなど、安全の確保に努めていく必要がある。 

◇本社が定めたルールが現場に合っていないと思ったら、声を上げてほしい。意見交換を通して理

解し合うことが実行を伴う真のルールになる。 

◇グループ会社の社員一人ひとりが安全を最優先とする企業理念を自分事として理解し、更なる安

全性向上をめざす企業集団となるために、今後も安全啓発館での研修がいっそう有効に継続実施

されるべきと考える。 
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③ グループ内の連携・コミュニケーションの充実 
 

➢ 経営陣などによる現場の状況・課題の把握とフィードバック 
 

 

 

➢ 協働するグループ会社とのコミュニケーション 
 

 

 
7 基本点検：管理区間全体の構造物の状態を把握するために、主として本線外から年１回以上実施する点検をいいます。 

（会長との「安全対話」） 

◆「安全対話」では、会長、社長をはじめとする経営陣が現場に出向

いて社員一人ひとりと対話を行い、ご遺族様の現在の想いを伝える

とともに、グループ全体が抱える課題を丁寧に説明し、率直な意見交

換を実施することで、安全意識の更なる向上につなげています。 

（現場を歩いて確認する社長） 

◆経営陣は、毎年行う基本点検7で現場を歩いて確認し、グループ会

社を含む社員に直接アドバイスを行っています。 

（スマートＩＣ遠隔対応室の視察） 

◆総合安全推進部長、各支社及びグループ各社の安全推進役（副支

社長、グループ各社の担当役員等）が現場視察を交えながら安全性

向上の取組みを共有する「安全に関するグループ連絡会」を５回開催

するなど、グループ会社とのコミュニケーションを深めています。 

２０２５年度は新たな取組みとして、安全に関するグループ連絡会の中

で、毎回テーマを設けた意見交換を実施しました。 

【事例：安全に関するグループ連絡会における意見交換】 

◇「安全に関するグループ内の連携・コミュニケーション」をテーマに意見交換を実施し、サービスエ

リアに関係する会社間でのミーティングの実施、パトロール会社が実施する交通安全講習会への参

加、複数のメンテナンス会社が共同で実施する現場の安全パトロールなどの事例を紹介しました。 

◇意見交換では、安全に関して各社が作成している動画共有などで連携を図ることや、現場で独自

に実施しているグループ会社間のコミュニケーションに対し、各社の本社が支援していくことなどを

確認しました。 

（グループ会社との連絡会議） 

◆事務所長は、グループ会社との連絡会議等を通じて、現場で発生す

るリスクへの対応や、「安全掲示板」に投稿された「安全提案」及び「ヒ

ヤリ・ハット情報」への対応をグループ会社と一体で実施しています

（P.１９参照）。 
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➢ ＤＥ＆I（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）の取組み 
 

 

 

  

 
（障がい者雇用社員 

によるイラスト） 

◆女性の活躍推進、継続雇用制度、障がい者雇用等を通じて、性別、

年齢、障がいの有無など、個人の属性や価値観の異なる多様な人財

が、互いを尊重し合いながら共通の課題に向き合い活躍できるよう取

り組むことで、誰もが発言しやすい風通しの良い職場、心理的安全性

の高い職場を創出することをめざしています。 

 
（滑り止めテープを設置） 

【事例：階段の手すりを誰でも使いやすくする取組み】 

◇料金所のスタッフが使用する階段の手すりには、直径が５ｃｍと太

めのものがあり、女性や高齢のスタッフには掴みにくい状況でした。

そこで、女性スタッフからの提案で滑り止めテープを取り付けたとこ

ろ、階段の昇降がより安全になり、すべてのスタッフが安心して利用

できるようになりました。 

（ＡＥＤ使用方法の訓練） 

【事例：エリアキャストを対象としたＡＥＤ使用方法の訓練】 

◇メンテナンス会社の女性社員がＡＥＤ講習を受講した際、実際に胸

骨圧迫を行ってみると想像よりも力が必要であり、力の弱い女性が

十分な圧迫を行うためには訓練が必要であると感じていました。そ

の気づきから、ＡＥＤが設置されているサービスエリアやパーキング

エリアで業務を行うエリアキャストの方が、緊急時にＡＥＤを適切に

使用できるよう各職場で訓練を実施しました。 
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④ 一人ひとりの自律的な行動の推進 
 

➢ 一人ひとりの自律的な行動の推進 

◆「風通しの良い職場づくり（スマイル・コンプライアンス）第２期行動計画8」等に基づき、気軽に声を

掛け合え、部下が相談・報告しやすい環境づくりに取り組んでいます。 

◆グループ全社が参加する「業務研究発表会」は、論文発表を通じて自律的な業務改善事項の発表

の機会となるとともに、経営陣も含めたグループ会社間での幅広い交流の場になっています。また、

デジタル技術の活用等による「業務の省人化・省力化の取組みコンテスト」を開催しています。 

◆「安全掲示板」に寄せられた「安全提案」及び「ヒヤリ・ハット情報」のうち、優れた投稿に対しては、

支社長やグループ会社の社長等が現場を訪問して直接社員をねぎらい、褒めています。さらに、特

に優れた投稿に対しては、グループＣＥＯが表彰を行っています。こうした「褒める文化」の実践を通

じて、一人ひとりの自律的な行動を後押しすることにつなげています。 

 

➢ 事業施策とリスクの一体的なマネジメント 

◆経営陣は、組織横断的な視点から「リスクマネジメント委員会9」を開催し、各部門が報告したリスク

に関してその影響度や発生頻度を評価し、各事業施策の実行により対策を講じています。 

◆各職場では、事業施策とリスクを一体的にマネジメントする「事業計画・リスク一覧」の仕組みを運

用しています。また、グループ会社との連絡会議等を通じて、グループ会社と一体でリスク等の把握

に取り組んでいます。 

  

 
8 風通しの良い職場づくり（スマイル・コンプライアンス）第２期行動計画：２０２１年度から２０２５年度まで、ⅰ）「社会的要請に適切に対応する」 

（コンプライアンス Compliance）、ⅱ）「自ら考え行動する」 （コミットメント Commitment）、ⅲ）「何でも話し合える」 （コミュニケーショ

ン Communication）の３つの取組方針に基づき、風通しのよい職場づくり（スマイル・コンプライアンス）を推進しています。 
9 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞会社案内＞コーポレートガバナンス＞リスクマネジメント 

（業務研究発表会） 

【事例：業務研究発表会及び業務の省人化・省力化コンテスト】 

◇業務研究発表会では、ポットホール用水硬化型プライマーの開発

（Ｐ.２０、６２参照）に関する論文がグランプリを受賞しました。 

◇業務の省人化・省力化コンテストでは、ビジネスインテリジェンス

ツール（ＢＩツール）による構造物変状分布の可視化の取組み（P.５１

参照）など、６件が優秀賞に選出されました。 

（「安全提案」を表彰） 

【事例：褒める文化の実践】 

◇同じ高速道路上で作業するグループ会社が集まって熱中症に関

する学習会を開催し、各社の熱中症対策の取組みや熱中症対策

グッズに関する情報を共有し、労働災害防止に向けたグループ会社

間の連携を強化したことを報告した安全投稿に対し、グループ会社

役員が投稿者に対して直接表彰を行いました。 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/company/governance/risk_management/
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取組みの自己評価と課題認識（C／A） 

 ① 一人ひとりの「安全を最優先とする意識」の維持向上  

■ 笹子トンネル天井板崩落事故後に入社した社員が増加している中で、「二度とこのような事故を起

こさない」という決意を改めて問い直すため、有識者委員からのアドバイスを踏まえ、笹子トンネル

天井板崩落事故と同様の原因、背景により発生した事故や、事故で得られた反省と教訓が守られ

ずに発生した事故は「同様の事故」であるという認識を、グループ全社員が共有するよう啓発を行

いました。 

➢ 笹子トンネル天井板崩落事故の反省と教訓を改めて振り返ることで、一人ひとりの「安全を最優先

とする意識」を維持向上させるとともに、事故について自らの言葉で伝える機会を創出することで、

事故の反省と教訓を次の世代へ確実に伝承します。 

■ 安全意識調査の結果は、２０２１年度に下落して以降、上昇傾向が続いているものの、２０２０年度

の水準には至っていません。このため、安全意識調査結果の分析により、組織の安全文化と高い相

関を持つ指標を特定し、当該指標に着目した取組みを各組織で推進することで、安全文化の向上

に取り組みました。具体的には、安全推進活動等で当該指標が高い組織の優れた取組みを共有し、

各組織が自らの課題に応じた改善策を講じるよう展開するなど、分析結果に基づく取組みの改善

を進めています。 

➢ ２０２４年度から継続して実施している安全文化と高い相関を持つ指標に着目した取組みに関して、

その効果を検証するとともにより実効性の高い打ち手を検討し、展開していきます。 

■ 事業を進めるうえでの優先順位の考え方「安全（S）、コンプライアンス（L）、品質（Q）、工期（D）、

コスト（C）」に関し「安全とコンプライアンスの最優先」の定着を目的として、安全推進活動等の機会

を捉えてグループ全社員への啓発を行うとともに、事務所長が行う「安全性向上の取組みに関する

自己評価」の項目として取り入れました。 

➢ 事務所長の自己評価の結果などを活用して、ＳＬＱＤＣの優先順位の浸透度を把握するとともに、

一人ひとりがＳＬＱＤＣの優先順位に関して意識の定着と現場での実践を行うよう、取組みを続け

ていきます。 

 ② 経営陣及び各職場の所属長による安全を最優先とする姿勢・行動の率先垂範  

■ 経営陣及び各職場の所属長は、「安全を最優先」とする意識が社員に根づくよう、企業理念や経

営方針を自らの言葉で伝えています。 

➢ 経営陣及び各職場の所属長は、社員の具体的な行動につながるよう、継続して安全を最優先とす

る姿勢・行動の率先垂範を行います。 
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 ③ グループ内の連携・コミュニケーションの充実  

■ 社員一人ひとりの安全に関する意識の向上と、経営陣と現場組織との一体感の醸成を目的として、

「安全対話」などの取組みを実施しました。また、「安全に関するグループ連絡会」では、テーマを設

定した意見交換を新たに実施するなど、グループ会社を含む安全に関するコミュニケーションの充

実に取り組みました。これらの取組みを通じて現場の状況や課題の把握を進めるとともに、課題に

対する対応の方向性を共有しています。 

➢ 今後は、安全に関する気づきを声に出すことのできる環境づくりを継続するとともに、経営陣及び

各職場の所属長が現場の声を踏まえた課題に対して具体的な行動とフィードバックを確実に実施

することで、改善の実効性を高めていきます。あわせて、グループ全体の安全に関する連携・コミュ

ニケーションをいっそう充実させ、自律的な安全活動の定着につなげていきます。 

■ 風通しの良い職場、心理的安全性の高い職場の創出に向けて、多様性を尊重し、共通の課題に

向き合いながら活躍できる環境づくりに配慮したＤＥ＆I（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルー

ジョン）の取組みを行いました。これにより、多様な価値観を持つ社員が発言しやすい環境づくりを

進め、現場における気づきや違和感を共有することで、潜在的リスクへの対応につなげています。 

➢ 引き続きＤＥ＆Ｉの取組みを充実させることで、多様な視点からの意見や気づきを安全活動に活か

し、潜在的リスクの早期把握と対応につなげていきます。 

 ④ 一人ひとりの自律的な行動の推進  

■ 事業施策とリスクの一体的なマネジメントを継続したほか、心理的安全性の高い職場づくりや、業

務改善事項の発表機会の創出、褒める文化の実践などを通じて、一人ひとりの自律的な行動を支

援しました。 

➢ 自律的なリスクマネジメントを推進するとともに、社員一人ひとりの自律的な行動が展開されるよ

う、心理的安全性の高い職場づくりや、エンゲージメントの向上に継続して取り組みます。 
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２０２６年度の取組み方針（P） 

 ① 一人ひとりの「安全を最優先とする意識」の維持向上  

■ 笹子トンネル天井板崩落事故の記憶と教訓を風化させず、「二度とこのような事故を起こしてはな

らない」との深い反省と強い決意を新たにし、安全を最優先とする企業理念の更なる浸透とその実

践に向けた取組みを継続します。また、安全意識調査の詳細な分析結果等をもとに、新たな取組み

を加え改善していきます。ご遺族様との対話を継続し、その想いを受け止め自らの言葉で伝えるこ

とで、安全に関する共通認識の醸成と、次世代への継承を進めます。 

■ 社員一人ひとりが事業を進めるうえでの優先順位の考え方「安全（S）、コンプライアンス（L）、品質

（Q）、工期（D）、コスト（C）」に関し、「安全とコンプライアンスは会社の事業運営の大前提」であるこ

とを定着させるとともに、実践します。 

 ② 経営陣及び各職場の所属長による安全を最優先とする姿勢・行動の率先垂範  

■ 経営陣及び各職場の所属長は、「安全を最優先」とする意識が社員に根づくよう、企業理念や経

営方針を自らの言葉で伝えるとともに、その内容を実践し、社員の具体的な行動を後押しします。 

 ③ グループ内の連携・コミュニケーションの充実  

■ 経営陣及び各職場の所属長は、現場の状況や課題を正確に把握するために現場の声に耳を傾け、

社員一人ひとりが安全を最優先とする価値観を共有し、気づきを声に出すことができるよう対話を

重ね、課題を踏まえた具体的な行動とフィードバックを行います。さらに、安全に関する共通認識を

高め、グループ全体で連携した安全への取組みを自律的に継続します。 

■ ＤＥ＆I（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）の取組みを充実させ、多様な価値観を持つ

社員が発言しやすい風通しの良い職場、心理的安全性の高い職場づくりを通じて、潜在的リスクへ

の対応につなげます。 

 ④ 一人ひとりの自律的な行動の推進  

■ 自律的なリスクマネジメントを推進するために、社員一人ひとりがリスク感度を高め、気づきを共

有しつつ主体的に考え、行動する力を高めます。 

■ 心理的安全性の高い職場づくりや、業務改善事項の発表機会の創出、褒める文化の実践などを

通じてエンゲージメントを高め、社員一人ひとりの自律的な行動を促します。 
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2.安全活動の推進 

２０２５年度の取組み方針（P） 

 ① 経営陣及び各職場の所属長による安全性向上の取組みのフォローアップ並びに

社外有識者意見による取組み改善  

■ 経営陣及び各職場の所属長が、安全に関するメッセージや情報を社員へ発信し、先頭に立って取

組みを推進します。また、「安全性向上への不断の取組み -５つの取組み方針に基づく取組み-」な

どを通じて、安全性向上の取組みをフォローアップするとともに、「安全性向上有識者会議」でのア

ドバイスをもとに取組みを改善します。 

 ② 海外を含む社内外の安全に関する情報の収集・共有  

■ 社内外の安全に関する情報を収集するとともに、安全投稿の傾向分析を行い安全活動に反映し

ます。また、社員の声を反映し、検索やアクセスを容易にする工夫を進めながら、「安全掲示板」の

改善を継続します。 

 ③ 組織横断的な活動と現場への支援  

■ 総合安全推進部が、グループ会社を含むすべての職場を隔年で訪問し、社員との意見交換を通

じて課題を抽出するとともに、新たな知見を採り入れてアドバイスを行う「安全推進活動」を継続し、

各職場の安全性向上に向けた自律的な取組みを支援します。 

 ④ 安全性向上の取組みの情報発信  

■ 社長定例会見で、安全に関する具体的な取組みを積極的に発信します。さらに高速道路の老朽

化状況などの最新データをもとに、お客さま視点でわかりやすい情報提供を進めます。 

■ 安全性向上の取組みを外部に発信するとともに、安全講話を通じて受注者との一体感を醸成し、

安全意識を高めます。 

 

海外を含む社内外の安全に関する多様な情報の収集・共有や、最新の知見によるきめ細か

な現場への支援・指導等に加え、社外の視点も採り入れ、組織横断的な安全活動を推進しま

す。 

【有識者委員からの取組みへのアドバイス】 

〇 メンテナンスに関する外部発信がまだまだ少ない。携わっている社員の励みにもなることから、メ

ンテナンスに関する情報を定例記者会見等で発信していただきたい。 

〇 ＮＥＸＣＯ中日本の安全性向上の取組みは、他社と比べてもしっかりとやっている。一方、ホーム

ページでの取組みの発信が分かりづらいので、現在の取組みやこれからの取組みを分かりやすく

掲載するなど、広報面でも考えていただきたい。 
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主な取組み状況（D） 

① 経営陣及び各職場の所属長による安全性向上の取組みのフォローアップ並び

に社外有識者意見による取組み改善 
 

➢ 安全性向上の取組みの推進とフォローアップ 

◆各職場の所属長は、隔月で発信される「グループＣＥＯメッセージ」を踏まえ、自組織での課題を再

確認し、安全性を向上させる取組みの更なる改善に努めています。 

 

➢ 「安全性向上有識者会議」でのアドバイスに基づく取組みの改善 

◆当社グループの安全性向上の取組み状況や、その評価に基づき作成した取組み方針に対する「第

１０回安全性向上有識者会議」での有識者委員のご意見やアドバイスを、２０２５年７月の「グループ

戦略会議」で共有するなど、当該年度の取組み状況に関して社内の「安全性向上委員会」で定期的

なフォローアップを行っています。 

 

② 海外を含む社内外の安全に関する情報の収集・共有 
 

➢ 「安全掲示板」を活用した安全に関する情報の収集・共有と改善 

◆安全に関する情報を収集し活用を促す取組みとして、「安全掲示板」を社内ポータルサイトで運用し、

定期的に情報を整理してグループ全体で共有しています。 

◆「安全掲示板」へのすべての投稿に対し、コメントを付してフィードバックしています。重要な投稿は

注目情報として経営会議で報告するとともに、「安全情報レポート」や「安全に関するグループ連絡会」

で共有し、グループ会社を含む経営陣や各職場の所属長によるフォローアップ、好事例の水平展開

を行っています。 

  

（安全講座） 

【事例：関係者全員の安全意識を向上させる取組み】 

◇社員が講師となり笹子トンネル天井板崩落事故等の経験を伝える

「安全講座」を実施し、事故の尊い教訓を学び風化させず、安全を最

優先とする企業風土を継続して構築するとともに、次世代へ着実に

継承しています。 

（安全対話） 

◆「第１０回安全性向上有識者会議」で報告した２０２４年度の安全性向

上への取組みを映像化し、取組み内容に対して振り返り、確認を行う

とともに、グループ全体の共通認識の醸成に向け「安全対話」の際に

グループ全社員が視聴し再確認しました。 
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◆安全投稿の傾向分析を踏まえた投稿促進の取組みとして、投稿内容の分析結果をもとに、安全推

進活動等の機会を通じて、職位や経験に関わらず多様な気づきや提案を積極的に発信することの

重要性を周知しました。あわせて、グループ会社本社への安全推進活動において、「安全掲示板」の

運用状況の確認や活用促進に関する意見交換を行い、自社内にとどまらずグループ全体での投稿

活性化に向けた働きかけを実施しました。 

 

「安全掲示板」への投稿数（件） 

内 訳 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 

「安全掲示板」への投稿 ２,０３９ ２,５４０ ２,３５１ 2,355 2,776 

注目情報の報告数 ８８ ４８ ４４ ３８ ２８ 

 

◆現地でリスク対応が必要と思われる「ヒヤリ・ハット情報」等は、各組織に措置を促すとともに、「安

全掲示板」で対応状況を見える化しています。あわせて、進捗状況を確認し、提案者にフィードバッ

クを行うなど、「ヒヤリ・ハット情報」を活用したグループ全体の現場改善につながる仕組みづくりを

行っています。 

◆「安全掲示板」には、職場の安全の取組みや安全推進活動の内容等を掲載し、好事例の水平展開

に向け各職場で活用できるよう工夫しています。また、社内外で発生した労働災害や工事中事故に

関する情報等を収集し、掲載しています。 

◆海外を含む社内外の情報から安全に関する内容を確認し、最新の情報は毎日のニュース※や週報

として、また、情報を整理し、隔月で「安全情報レポート」としてグループ全体で共有しています（P.４

６参照）。※２０２５年度に情報収集・共有したニュースは、「８,７２３件」です。 

◆グループ全社員が道路構造物等の安全に関する「気づき」を得られる目を養い、イメージを膨らま

せて現場業務を行うことを目的に、「安全掲示板」に投稿された「安全提案」及び「ヒヤリ・ハット情報」

から内容を整理し、現場における「リスク感度を高めるヒント集10」として取りまとめ、グループ全体で

共有しています。 

  

 
10 リスク感度を高めるヒント集：安全掲示板に寄せられた「安全提案」や「ヒヤリ・ハット情報」の事例をもとに、道路構造物を中心とした現場の

リスク感度を高めるためのヒントを、１０の視点から整理したものです。 

（見本動画） 

【事例：安全掲示板の情報を安全に関するグループ連絡会で周知】 

◇後退誘導時の事故防止のため、誘導時に現場で多用する「素手」

「黄旗」「赤色灯」の３方式を字幕付きで収録した見本動画を作成し、

有資格者を講師とした現地訓練を反復することで、正しい手順の定

着と理解の浸透を図りました。 
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【事例：リスク感度を高めるヒント集に掲載】 

◇防護のための構造により点検できない箇所が生まれるリスク 

・料金所トールゲートの柱に目地材が巻き立てられ点検できなくなっており、目地材を撤去したとこ

ろ柱に腐食が見られたため、補修を実施した事例。防護のための構造により点検できない箇所が

生まれるリスクに関して、注意喚起を行っています。 

  
 

（トールゲートの柱へのプロテクター設置状況） （プロテクター撤去後の柱の状況） 

 

➢ 安全に関する情報の社外からの収集と社外への共有 

◆社員が外部の講演会やシンポジウム等に積極的に参加できるよう、安全に関する各種講演会等の

開催情報を「安全掲示板」に掲載するとともに、週に１回グループ全社員へ講演会等の開催予定の情

報を発信しています。また、各職場の所属長に対し、若手担当者の積極的な参加を後押しするよう

促しています。 

◆外部の安全に関する情報を積極的に収集するために、各種講演会等に聴講参加するだけではなく、

自ら発表することで幅広く社外の組織と交流を深めています。なお、聴講参加した内容は「安全情報

レポート」に掲載し、グループ全体で共有しています。 

◆社外への情報発信の取組みとして、世界道路協会11が主催する第１７回世界道路冬期サービスとレ

ジリエンスに関する世界大会（シャンベリー冬季大会）で、「水硬化型ハイウェイ・ハイドロプライマー」

に関する技術発表を行いました。本技術は、冬期環境下における路面管理のレジリエンス向上に資

する取組みとして評価され、「特別賞（レジリエンス部門）」を受賞しました。これらの発表を通じて当

社グループの技術や取組みを国際的に発信するとともに、海外の道路管理に関する知見の収集や

技術交流の促進につなげています。 

  
（論文発表） （ポスターセッション） 

 

  

 
11 世界道路協会（World Road Association）：道路と道路交通分野における国際的協力の推進、発展を目的とした道路交通分野で最も

歴史のある非営利の国際機関です。 

腐食 
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③ 組織横断的な活動と現場への支援 
 

➢ 各職場の安全性向上に向けた自律的な取組みの支援 

◆「安全推進活動」では、総合安全推進部がグループ会社を含むすべての対象組織を隔年で訪問し、

安全に関する取組み状況に対して意見交換やアドバイスを行うとともに、好事例の収集と水平展開

に取り組んでいます。また、その結果を各支社やグループ会社に報告するとともに、各職場への

フィードバックを「安全掲示板」を通じてグループ全体で共有しています。 

（若手担当者との意見交換） 

（グループ会社との意見交換） 

 

【事例：２０２５年度 安全推進活動における取組み】 

◇事前アンケートやＥＳ調査による職場の「情報共有」及び「エンパワメン

ト」に関する状況分析を実施 

◇安全文化の診断分析結果を共有するとともに、安全文化と高い相関を

持つ指標に着目した取組みが改善のきっかけとなり、安全文化の向上

につながることを示しつつ、「過去の災害や工事中事故の教訓を風化さ

せないための事象伝承会」や「ベテラン社員が自身のキャリアを説明す

る勉強会」など、当該指標が相対的に高い組織の取組み事例を紹介 

◇「第１０回安全性向上有識者会議」の報告、安全性向上への不断の取

組み（２０２５年度取組み方針）の説明を実施 

◇職場の心理的安全性を高めるとともに、安全性向上の取組みの継続

的改善に向けた自律的な行動を促すことをテーマに、前回のフィード

バック後のＰＤＣＡの状況や、「安全性向上の取組みに関する自己評価」

を踏まえた改善状況を確認し、好事例の収集やアドバイスを実施 

◇事務所幹部・課長職・中堅担当者・若手担当者及びグループ会社の５

階層に分けて意見交換を行い、職場における「情報共有」、社員等への

「エンパワメント」の状況を確認し、意思決定に必要な情報が共有され業

務遂行に必要なスキルが継承される組織づくりや、自律的なチャレンジ

への支援、働きかけ、成長を促す取組みを確認 

◇担当者に幹部との意見交換で確認した意見・思いを伝えるとともに、階

層間の認識のギャップ等による隠れた課題の抽出とその解決策を洗い

出し、事務所幹部にフィードバックを実施 

◇事後アンケートを実施して参加者の声や「安全推進活動」に対する具

体的な改善事項を集約し、成果や課題を次年度の活動に反映 

◇安全（S）、コンプライアンス（L）、品質（Q）、工期（D）、コスト（C）の優先

順位を意識するようにアドバイスを実施 

＜安全推進活動の事後アンケートの意見＞ 

・階層別に考えていることを再認識できる良い機会となった。 

・グループ会社からの率直な意見を報告いただいたことで、翌週の事務

所及びグループ会社幹部会にて情報共有でき、グループ会社と共に担

当課と改善に向けた検討を開始することができた。 

・現場の話を聞いていただく機会はありがたく感じる。 
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12 ロードキル：高速道路上で自動車などの車両と野生動物が衝突し、野生動物が死傷する交通事故のことをいいます。 

（赤色発光の誘導棒＜試行前＞） 

（青色発光の誘導棒＜試行後＞） 

 

【事例：安全推進活動で収集した各職場の取組み】 

◇安全性向上の取組み 

・霧の発生が多い地域の料金所で、誘導棒の発光色が料金所の照

明の色と重なり合い、ドライバーに認識されにくく危険な状況が発

生していたが、パトロール会社との合同訓練で視認性の向上に効

果のある色を学んだ経験から青色の誘導棒を試行した取組み 

・過去の事故事例を一覧にまとめ、朝礼時に同日に発生した事故の

振り返りを行うことで、所内全員の安全意識を向上させる取組み 

◇モチベーション向上の取組み 

・従前管理職により行われていた安全に関する情報共有やアドバイ

スを代行する「安全リーダー」を各部署の担当者から選出し、安全

の取組みをリードすることで、安全を考える機会の創出と主体性を

向上させる取組み 

・市内の小学生に対して、高速道路や会社の魅力を伝えるイベントを

開催し、社員自らが行う業務の意義の再確認ややりがいの向上に

つなげる取組み 

◇コミュニケーション活性化の取組み 

・「え(笑顔がつながる職場で)、が(頑張りすぎず)、お(応援しあえる

仲間になろう)」の事務所独自標語を掲げ週に１度、唱和をすること

で職場の一体感を向上させる取組み 

・職場で行われる学習会の中で、役職者による大災害の経験談や転

職経験者による視点の変化を発表することで、個人の経験やノウハ

ウを共有し、組織知として蓄積する取組み 

・高速道路への動物侵入事象に関して、道路の敷地管理業務を行う

敷地管理員と、発生したロードキル12の処理を行う交通管理隊員が

意見交換を行い、お互いの業務や立場を理解し合う取組み 
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④ 安全性向上の取組みの情報発信 
 

➢ 社長定例会見での安全に関する取組みの積極的な情報発信 

◆社長定例会見では、「安全性向上への不断の取組み」に関する積極的な情報発信に加え、規制内

進入事故などの具体的なデータを用いた説明や、動画を活用した視覚的にわかりやすい発信を行う

など、お客さま視点に立って相互理解の促進に努めるとともに、老朽化する道路構造物等の点検や

補修など、高速道路を取り巻く様々な環境の変化に対応した安全性向上に関する取組みの情報発

信を強化しています。 

２０２５年度の社長定例会見で情報発信した「安全性向上への不断の取組み」 

（社長定例会見） 

２０２５年４月 
長期にわたる交通規制を行う大規模な工事計画(２０２５年度) 

伊勢湾岸道・新名神集中工事 

２０２５年７月 

安全性向上に向けた取組みの経緯について 

第１０回 安全性向上有識者会議 議事概要 

高速道路の脱炭素化に向けた技術開発に関する情報提供依

頼（RFI）を実施します 

２０２５年１０月 

安全性向上への取組み（保全点検業務） 

２０２５年度冬期交通確保の取組み ～早めの冬道装備の準

備とお出かけ前の交通情報の確認をお願いします～ 

長期にわたる交通規制を行う大規模な工事計画(２０２５年度) 

東名・名神集中工事 

高速道路のＤＸを加速する独自性のあるソリューションを幅

広く募集します 「２０２５年度高速道路 DXアクセラレーション

プログラム」を開催 

２０２５年１２月 

雪道走行時の注意事項 

高速道路における逆走対策の推進について～重点対策箇所

における実施計画の公表 管内４０か所で対策を実施～ 

２０２６年２月 

２０２６年度 高速道路における影響の大きい工事規制予定に

ついて 

２０２５年における交通死亡事故の発生状況と安全運転のお願

い、安全安心な高速道路を目指した交通事故防止の取組み 

安全性向上の取組み（維持修繕業務） 

 

 

（取組み紹介） 

◆定例会見等で、グループ会社が実施する保全点検業務の難易度の

高さや維持修繕業務の危険性と併せ、作業を安全に行うための取組

みに関しても情報発信しました。 

https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/237/29628720169cf2bcd112b5.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/237/190231931667f643ff4deb7.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/241/6223501376888271797ca7.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/241/11609035506888271797d84.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6421.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6421.html
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/244/126866148969008de20ee4d.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6489.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6489.html
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/244/98626721769008de20eff5.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/244/163104222569008de20f078.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6469.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6469.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6469.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6517.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6497.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6497.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6534.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6534.html
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/248/96930446699f99ebeefe6.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/248/96930446699f99ebeefe6.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/images/press_conference/248/1588754176699f99ebef040.pdf
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◆省令で定められた６種類の構造物を５年に１回の頻度で点検し、その実施状況13を公表しています。 

◆近年の高速道路を取り巻く情勢を踏まえ、高速道路の維持、修繕その他の管理の取組み状況など

事業の状況14を多くのお客さまに理解していただくために、達成目標を見える化し、透明性の確保に

努めています。 

➢ 安全性向上の取組みの社外への発信 
 

 

  

 
13 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞会社案内＞情報公開＞建設・維持・管理などの状況 
14 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞会社案内＞経営計画 

（社外での講演） 

◆「ＮＥＸＣＯ中日本における安全性向上の取組み」をテーマに、社外

のシンポジウムで講演を行うなど、安全性向上の取組みを外部に発信

しています。 

（受注者への安全講話） 

◆総合安全推進部長は、当社グループ各社と共に働く受注者と安全に

対する想いを共有し、高速道路の安全性向上に取り組むため、各職

場で受注者を対象とした安全講話を行っています。講話では、安全を

工程より優先すること、構造物の長期的安全性の観点から建設時の

品質管理や各種対策、既存情報等の伝承が重要であること、他工区

や供用中の高速道路での気づきを共有することが大切であることの３

点を伝えています。 

（工事現場の視察） 

◆「一般社団法人 ＮＥＸＣＯ中日本安全・安心みちの基金」を活用し

て、笹子トンネル天井板崩落事故の記憶と教訓の風化を防止するた

めの施設等の維持管理や、地域社会の安全性向上に関わる活動への

支援を行っています。 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/company/disclosure/state/
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/company/challenge/pdf/revised-edition2026.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/company/challenge/pdf/revised-edition2026.pdf
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取組みの自己評価と今後の対応 （C／A） 

 ① 経営陣及び各職場の所属長による安全性向上の取組みのフォローアップ並びに

社外有識者意見による取組み改善  

■ 「安全性向上有識者会議」におけるご意見やアドバイスの観点を踏まえ、社内の「安全性向上委員

会」及び「グループ戦略会議」で、全社的な視点からフォローアップ等を実施しました。 

➢ 「安全性向上に向けた取組み」で示された問題点に立ち返り、その後の取組みも振り返り、確認を

行うとともに、有識者委員からのアドバイス等を踏まえ、グループ一体となってＰＤＣＡを回し改善を

進めます。 

 ② 海外を含む社内外の安全に関する情報の収集・共有  

■ 「安全対話」や「安全推進活動」等により安全情報の重要性の認識が高まり、気づきや安全提案等

の投稿が増加しています。 

➢ 「安全推進活動」を通じて、安全情報の報告と共有、活用の重要性の理解促進に努めていきます。 

■ 「安全掲示板」に投稿された「安全提案」によりリスクを見える化し、現場組織で対策を行っていま

す。さらに、その対応を「安全掲示板」に掲示しています。 

➢ 「安全掲示板」に対するアンケートによりグループ社員の意見を取り入れ、「安全掲示板」をより使

いやすく工夫するとともに、各職場の取組みを見える化し、好事例の水平展開を促進します。 

■ 海外を含む社内外の情報を収集し、現場組織へ迅速に伝達するとともに、重要な内容は「グルー

プ連絡会」や「安全情報レポート」などで情報共有を行っています。 

➢ 情報を幅広く収集し、リスクとの関連性を踏まえたうえで、内容を整理・確認しながら共有していき

ます。 

 ③ 組織横断的な活動と現場への支援  

■ 「安全推進活動」等を通じて、安全に関する様々な課題の解決に向けた取組みの支援を進めてい

ます。安全意識調査による「安全文化８軸モデル」の評価は、相対的に調査開始以来最も高い値と

なりました。 

➢ 各職場が「安全性向上の取組みに関する自己評価」を活用して自組織の取組みを振り返り、アン

ケート調査結果等から課題を明確にしたうえで、更なるコミュニケーションの活性化と課題解決に

向けた主体的な取組みが進むよう「安全推進活動」を通じて支援し、グループ一体となった改善に

つなげます。 
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 ④ 安全性向上の取組みの情報発信  

■ 社長定例会見で、「安全性向上への不断の取組み」を外部に向けて情報発信しています。 

➢ 社長自らが外部へ積極的に情報発信するとともに、作業を安全に行うための取組みなどに関して

も情報発信を進めます。 

■ 安全性向上の取組みを多くのステークホルダーに理解していただくために、達成目標、点検結果、

補修計画等を継続的に発信しています。また、保全点検業務や維持修繕業務に関する情報や、よ

り安全に作業を行うための取組みに関しても情報発信を行いました。 

➢ 安全性向上に関する具体的な取組みに関し、お客さまの視点に立ち、積極的に情報発信を進めま

す。 

■ 講演会やシンポジウム等に聴講参加するだけでなく、自ら発表し情報発信することで外部から講

演依頼を受けるなど、社外の組織と交流を行っています。また、安全に対する意識の共有に向けて、

設計や工事等の受注者に働きかける安全講話を継続しています。 

➢ 安全性向上の取組みの全体像やこれまでの経緯をわかりやすく整理して積極的に社外へ情報発

信することで、社会からの理解と信頼の向上に取り組むとともに、設計や工事等の直接作業に携わ

る関係者との交流を深め、安全に関する一体感の醸成に向けた取組みを継続していきます。 
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２０２６年度の取組み方針（P） 

 ① 経営陣及び各職場の所属長による安全性向上の取組みのフォローアップ並びに

社外有識者意見による取組み改善  

■ 経営陣及び各職場の所属長が、安全に関するメッセージや情報を社員へ発信し、先頭に立って取

組みを推進します。また、「安全性向上に向けた取組み」で示された問題点に立ち返り、その後の取

組みも振り返り、確認を行うとともに、「安全性向上有識者会議」でのアドバイスを踏まえ、取組みの

改善を進めます。 

 ② 海外を含む社内外の安全に関する情報の収集・共有及び活用  

■ 社内外の安全に関する情報を収集し、当社グループにおけるリスクとの関連性を踏まえたうえで、

迅速かつわかりやすく共有して業務への活用を図ります。また、社員の声を反映し、検索性やアク

セス性を高める工夫を進めながら、「安全掲示板」の改善を継続することで、情報の活用促進を図

ります。 

 ③ 組織横断的な活動と現場への支援  

■ 総合安全推進部がグループ会社を含むすべての対象組織を隔年で訪問し、社員との意見交換を

通じて課題を抽出するとともに、新たな知見を採り入れてアドバイスを行う「安全推進活動」を継続

し、各職場の安全性向上に向けた自律的な取組みを支援します。 

 ④ 安全性向上の取組みの情報発信  

■ 社長定例会見で、安全に関する具体的な取組みを積極的に発信します。さらに、高速道路の老朽

化状況等に関する最新データをもとに、お客さまの視点に立ったわかりやすい情報提供を進めます。 

■ 安全性向上の取組みの全体像やこれまでの経緯をわかりやすく整理して外部へ発信することで、

社会からの理解と信頼性の向上に取り組むとともに、安全講話を通じて受注者との一体感を醸成

し、安全意識を高めます。 
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3.安全を支える人財の育成 

２０２５年度の取組み方針（P） 

 ① 安全を最優先に、プロ意識を持って自ら考え行動する人財の育成  

■ 人財を会社の経営基盤と位置づけ、安全性向上に向けた取組みのＰＤＣＡサイクルを確実に実行

し、スパイラルアップするための中長期的な人財育成を継続します。また、高度な専門能力を有する

社員の育成を進めます。 

■ グループ会社との人事交流を含む現場経験を重視したジョブローテーションなどの人事施策と人

財育成マスタープランの連携を通じて、個人及び組織の能力強化を進めます。また、安全に関する

知識を深め、高い倫理観と自律的な行動力を備えた人財を、グループ全体で育成します。 

 ② グループ全体での共通した安全教育としての「安全啓発研修」の継続  

■ グループ全体の安全文化を醸成するため、「安全啓発館」を活用し、グループ全社員を対象とした

「安全啓発研修Ⅱ」を計画的に実施します。また、グループ会社を含む新入社員には「安全啓発研

修Ⅰ」を継続して行い、２０２５年度内にグループ全社員の安全啓発研修受講（一巡目）を完了させ

ます。 

■ 安全啓発研修等により、笹子トンネル天井板崩落事故後に入社した社員が事故の教訓を後世に

伝承できるよう教育し、事故の風化防止を図ります。 

 ③ 社員の達成感の醸成  

■ コミュニケーションを活性化し、風通しの良い職場を構築する中で、安全性向上の使命感を持つ

人財を育成し、社員の達成感を高める取組みを通じて、エンゲージメントを向上させます。 

■ 現場の社員の行動を観察し、表彰や日常的な業務評価でのフィードバックを適切に行うことで、社

員の努力を認め、関係者のモチベーション向上につなげます。 

【有識者委員からの取組みへのアドバイス】 

○ 安全啓発研修の継続は大切。一巡した次年度以降の研修方針も報告していただきたい。 

  

安全を最優先し、強い責任感・意欲・誇りと、高い技術力を持って自ら考え行動する人財を

育成します。 
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主な取組み状況（D） 

① 安全を最優先に、プロ意識を持って自ら考え行動する人財の育成 
 

➢ 「人財育成マスタープラン」に基づく体系的・計画的な取組み 

◆求める社員像を明確にした「人財育成マスタープラン（P.７４【参考３】参照）」に基づき、中長期的な

視点で各種研修を体系的・計画的に実施しており、これらの研修は「自律型人財の育成」「組織能力

の強化」「専門人財の育成」「キャリア開発の支援」の４つの視点で構成しています。 

➢ 管理職の人財育成能力向上の取組み 

◆管理職の人財育成能力を強化する取組みとして、日常的なＯＪＴの担い手となる上司に対する階層

別研修に、部下育成能力の向上を目的としたカリキュラムを取り入れています。また、部下の成長を

促すための目標設定や面談方法を習得するため、評価者育成研修を実施しています。さらに、目標

管理制度において人財育成に関する目標を設定し、その達成に向けた取組みを通じて、計画的かつ

実効性のある人財育成を推進しています。 

➢ 高度な専門能力や多様な視点を有する社員の育成 

◆「技術戦略15」に基づき、環境変化への感度が高く強い現場力を持つ技術者の育成に取り組んでい

ます。 

 
15 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞企業活動＞技術提案の募集＞技術戦略について 
16 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞採用＞大学卒等新規採用＞社員の働く環境＞人財育成 

【事例：人財育成の取組みや外部企業との交流】 

（高度専門技術研修） 

◇高度な専門性を有する人財を育成する

ため、「専門技術者研修」や「高度専門技

術者研修」16等を実施しています。 

（若手技術者との現場確認） 

◇現場の工事管理等の実務に精通した

「工事管理エキスパート」を各事務所に配

置し、相談窓口及びＯＪＴ担当として若手

技術者を育成しています。 

（日本航空株式会社） （首都高速道路株式会社） 

◇他社の事例に学び自社の安全への取組

みを客観的に捉え直すため、異業種のイ

ンフラ企業との交流会を実施し、連携強

化に努めています。交流を通じて得られ

る多様な視点を現場に還元するとともに、

開かれた価値観を持つ次世代の人財育

成へとつなげています。 

https://www.c-nexco.co.jp/activity/proposal/pdf/technology_plan01.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/employment/new-graduates/feature/nurturing/
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/employment/new-graduates/feature/nurturing/
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➢ 公的資格及び学位取得の促進による個人の能力強化 

◆技術力の継続的発展のために、公的資格や学位の取得を促進しています。グループ会社では、高

速道路点検診断士17等の取得目標を設定し、資格取得に向けた研修を実施しています。 

資格取得・学位取得の推移（単年度ごと） 

支援項目 
２０２１ 

年度 

２０２２ 

年度 

２０２３ 

年度 

２０２４ 

年度 

２０２５ 

年度 

資格 

取得 

支援対象資格数（資格） １２３ １２６ １２７ 128 １３０ 

公的資格取得者数（人） １４４ １５５ ２３５ 382 ４１０ 

学位 

取得 

博士号取得支援者数（人） １ ２ ０ ２ ３ 

博士号取得者数（人） ２ ３ ２ ３ １ 

※ 取得者、支援者数は当社のみの数字 

高速道路点検診断士取得者数の推移（単年度ごと） 

支援項目 
２０２１

年度 

２０２２

年度 

２０２３

年度 

２０２４

年度 

２０２５

年度 

高速道路点検診断士【土木】 １５８ １７６ ２０６ 224 ２４２ 

高速道路点検診断士【施設】 ２０８ ２５７ ３０３ 314 ３３２ 

※ 取得者数はエンジ会社２社の数字 

 

➢ グループ一体となった人財育成による組織の能力強化 

◆組織の能力強化及び一体感の醸成のため、グループ一体で人財を育成しています。 

  

 
17 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞事業案内＞高速道路の保全・サービス＞道路構造物などの点検＞点検要領の見直し＞点検実施基

準及び資格に関する検討委員会 
18 中日本ハイウェイ・エンジニアリング東京株式会社公式ＷＥＢサイト＞技術研修所 
19 中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋株式会社公式ＷＥＢサイト＞技術・開発＞技術研修施設、専門研究施設の紹介 

【事例：グループ一体となった研修の取組み】 

 
（技術研修所18） 

 
（E-ＭＡＣ技術研修センター19） 

◇高速道路の点検に関する技術力やマネ

ジメント能力の維持向上のために、グ

ループ各社が保有する施設を活用した

研修を実施しています。 

 
（研修の状況） 

◇グループ各社の業務を学ぶために、新入社員に対してグループ会社

研修を実施しています。グループ会社の実施する業務を実際に体験す

ることで、現場作業の知識を習得するとともに、相互の連携強化につな

げています。 

https://www.c-nexco.co.jp/koushin/inspection/pdf/270401_inspect.pdf
https://www.c-nexco.co.jp/koushin/inspection/pdf/270401_inspect.pdf
https://www.c-nexco-het.jp/giken/#company
https://www.c-nexco-hen.jp/technology_development/facilities/
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◆「安全性向上に関するｅラーニング」をグループ全社で実施しています。２０２５年度は「守ることの

意味を問い直す－マニュアルと標準化に込められた想い－」をテーマに実施し、マニュアルがただの

手順書ではなく多くの経験や失敗等から得られた学びと想いが込められている事や、マニュアルを

なぜ守っているのか常に意識しながら必要に応じてその改善を進めること、業務を標準化すること

で「安全を最優先とする文化」を組織に根付かせることなどを学びました。 

 

➢ グループ会社をはじめとした各種の人事交流 

◆当社とグループ会社間では、各社が有する業務特性や安全に関する知見を相互に共有し、グルー

プ全体の連携強化と安全水準の向上を図るために人事交流を実施しています。 

人事交流の推移（人） 

出向先 
２０２１ 

年度 

２０２２ 

年度 

２０２３ 

年度 

２０２４

年度 

２０２5 

年度 

当社からグループ会社 ９０ ８２ ９０ ９６ 118 

グループ会社から当社 ８０ ８２ ８６ ７２ 67 

◆自社にない知見や知識、技術の習得を目的として、他のインフラ企業等との人事交流を通じて、多

様な視点を持つ人財の育成を推進しています。 

➢ ＩＴリテラシーの向上及び次世代技術の導入と活用 

◆i-ＭＯＶＥＭＥＮＴ20をはじめとする次世代技術の導入と活用を加速させるため、関連部署間の連

携を強化するとともに、組織体制や人員の拡充を継続的に検討しています。また、技術研修やＯＪＴ

を通じて、全社員のＩＴリテラシー向上と次世代技術に関する知識の習得を進めています。 

 
20 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞事業案内＞高速道路の保全・サービス＞i-MOVEMENT「次世代技術を活用した革新的な高速道

路保全マネジメント」 

※ i-MOVEMENT：innovative-Maintenance & Operation for Vital-Expressway Management with Efficient “Next 

generation” Technology （次世代技術を活用した革新的な高速道路保全マネジメント）： 最先端のＩＣＴ技術・ロボティクスの導入によ

り、人口減少等の高速道路を取り巻く環境の激変に対応しつつ、高速道路モビリティの進化をめざすＮＥＸＣＯ中日本の活動（ムーブメント）

を表しています。 

（安全性向上 e ラーニング） 

＜受講者の声＞ 

・マニュアルは過去の先輩の経験が詰まったものであると、改めて

重さを感じることができた。 

・ちょっとした油断の積み重ねが常態化されると、安全意識の低下

につながり、大きな事故を引き起こす要因となってしまうことを改

めて認識しました。 

・マニュアルに関して現地の実態に合わせて見直すことが重要であ

ることを、ポイントとして取り上げていた点が良かった。 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/operation/maintenance/i-movement/
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◆「デジタル化推進に関する基本方針」に基づき、デジタル化推進に対応した人財育成、グループ全

体のＩＴリテラシーの底上げ等を目的に、ＩＴパスポート資格の取得を促進しています。２０２４度から

は、全社員に対し「ＩＴリテラシー研修」「デジタル技術動向に関する講習会」を実施しました。 

◆生成ＡＩを活用した業務効率化に取り組むため、２０２５年度からｄａｉｌｙＡＩを導入しました。今後は、

ｅラーニングをはじめとした社内研修を実施し、生成ＡＩの活用を推進していきます。 

② グループ全体での共通した安全教育としての「安全啓発研修」の継続 
 

➢ 「安全啓発研修」の継続 

◆「安全啓発館」を整備し、グループ会社を含むすべての新入社員を対象とした「安全啓発研修Ⅰ」及

び、グループ全社員を対象とした「安全啓発研修Ⅱ」を継続しています。 

◆「安全啓発館」で行う安全啓発研修ののち、各研修生が職場でオンライン研修を行い、安全啓発研

修の振り返りや過去の事象を自ら記録し伝承する取組みを通じて、自律的に行動できる人財を育成

しています。 

  

（安全啓発館） 

（安全啓発研修） 

（慰霊碑への献花） 

【事例：安全啓発館での安全啓発研修】 

◇「安全啓発館」は、天井板等の現物を用いて再現した事故現場や被

害車両から事故の重大さや凄惨さを目の当たりにする「事故を風化

させないエリア」と、変状をきたしている道路構造物等の現物、過去

に発生した事故や災害の年表から様々な事象を学ぶ「歴史から学ぶ

エリア」で構成しています。 

◇「安全啓発研修Ⅰ」では、「事故を風化させないエリア」にて笹子トン

ネル天井板崩落事故がどのような事故であったかを学ぶとともに、

事故の凄惨さと向き合います。 

◇「安全啓発研修Ⅱ」では、「安全啓発研修Ⅰ」の内容に加え、「歴史

から学ぶエリア」にてリスク感度を高め、安全を最優先として自律的

に行動できるよう学びます。研修後は、１年間のオンライン研修を行

い、自らの学びや気づきを「安全手帳」に記録し、安全意識の定着を

図るとともに、各自が経験した事象等をまとめることで、過去の事象

を後世に伝える重要性を学んでいます。また、半年後に行う研修生

同士のグループ討議では、「研修を通じて得た気づきや今後実践し

ようとする安全性向上に向けた取組み」に関して意見交換していま

す。 

◇「安全啓発研修Ⅰ」「安全啓発研修Ⅱ」共に初狩ＰＡの慰霊碑を訪

れ、二度と事故を起こしてはならないという決意を新たにしていま

す。 
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◆グループ全社員を対象とした「安全啓発研修Ⅱ」は、２０２５年度までに対象となる全社員一巡目の

受講を完了しました。今後も、安全啓発研修を通じて事故の背景や教訓を自らの言葉で語ることが

できる社員の育成をめざし、研修を継続するとともに、受講者の意見等を踏まえて研修内容や教材

の改善を行い、次年度以降の研修に向けて内容の充実を進めました。 

  

【事例：安全啓発研修における研修生の声】 

＜安全啓発研修Ⅰ＞ 

◇何の罪もない方の命を奪ってしまったのだという事実を心に刻むことができました。二度とこのよ

うな事故が起きないように、日々の業務に責任を持って行動しようと感じました。 

◇亡くなられたご遺族の皆さまのお気持ち、お話を聞き、事故のことを決して忘れず風化させてはな

らないと思った。２度と同じ過ちをしないために、ＮＥＸＣＯ中日本グループの一員として日々のやる

べき業務に専念し、安全に走行できる道路づくりに携わりたいと感じた。 

◇我々ＮＥＸＣＯ中日本グループとして、お客さまに安全を提供することの大切さ、無事に目的地ま

で送り届けなければならない使命感を改めて感じた。 

＜安全啓発研修Ⅱ＞ 

◇安全啓発研修Ⅰの際も視聴させていただいたが、改めてご遺族様からの言葉をしっかり受け止め

て、同じようなミスを起こさないように業務を行っていきたい。 

◇安全啓発研修Ⅰを受講してから期間が経っていたので、再度研修を受けたことで安全に関する意

識が更に強くなりました。所属課でも過去に発生した殉職事故の風化防止研修等も行っているとこ

ろですが、他のＮＥＸＣＯ中日本グループ会社の皆さまとのディスカッションで様々な方向からの意

見等を聞くことができたので、とても勉強になった。この研修で得たものを今後の業務に活かして、

次世代につないでいきたいと思う。 

◇今回の研修を受けて２度目の訪問になりますが、いつこちらを訪れても、そこにお亡くなりになった

皆さまの魂が留まっているかのように何とも言えない痛ましさを感じます。ＮＥＸＣＯ中日本グルー

プの社員は絶対ここを訪れなければならない、そうでなくては事故や安全を語れないと思いまし

た。 

＜安全啓発研修Ⅱの半年後の意見交換＞ 

◇安全掲示板から情報を収集し、他組織のヒヤリ・ハット報告から自組織でも起こりうる事象を社内

へ展開することを続け、安全性向上につなげていきたい。 

◇オンライン研修で改めてご遺族様の追悼慰霊式でのお言葉を聞き、身の引き締まる思いがした。 

◇当時研修では時間が足りなかった部分が、オンライン研修の受講で補完することができた。研修を

受けたことで事故を自分事として考え、日々の業務でも関係者全体の安全を考える視点を持つ

きっかけになった。 

◇事務職のため土木的な知識に乏しく、八王子で受講した研修時間内では自分の理解がまだ追い

ついていない部分があると感じていたが、オンライン研修を通じて復習することで情報を補完する

ことができ、職場討議等で技術系職員にも尋ねることができるなど、継続した学びにつながった点

が良かった。 



安全を支える人財の育成 3 章 

 

34 

 

③ 社員の達成感の醸成 
 

➢ コミュニケーションの活性化とエンゲージメントの向上 

◆無意識の思い込みによるコミュニケーション不全防止を目的に、思い込みの払拭や各階層・年代に

おける思考傾向の理解、常識の隔たり等を解消するため、年代の異なる各階層（経営層・課長・係

長・新入社員）を対象に、外部専門家による研修を実施しています。 

◆「健康経営推進についての基本方針21」に基づき、社員の「からだ」と「こころ」の健康づくりに取り組

んでいます。また、ストレスチェックや生活習慣病リスク低減のための健康増進イベント等も実施して

います。 

◆採用環境が厳しい中での人財の確保といっそうの働きがいの向上、多様な働き方を求める社員

ニーズに対応するため「勤務エリア特定等級22」を創設し、２０２６年度以降に入社する社員は、入社

当初から勤務エリア特定コースを選択可能としました。 

➢ 日常的な業務評価での適切なフィードバック 

◆２０２４年度に投稿された「安全提案」及び「ヒヤリ・ハット情報」２，３５５件（Ｐ.１９参照）のうち、優れ

た投稿３８件に対して、投稿した社員を表彰しました。 

 
21 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞会社案内＞健康経営の取組み 
22 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞採用>大学卒等新規採用＞募集要項（新卒採用） 

【事例：階層別研修の状況と健康経営レポート】 

（健康経営レポート） （外部専門家による研修） 

【事例：安全の特別大賞】 

『落石の可能性のある障害物発見時の適切な報告実施で、危険の芽を摘んだ事例』 

（落石があった現地の状況） 

（落石防止ネットの対策） 

＜投稿内容＞ 

◇本線上の障害物調査中、発見した石が粘土質であり

落下物で多く見受けられる砕石類とは異なると感じたこ

とから、のり面からの落石である可能性を考え、通常の

落下物処理とはせず関係者へ報告したことで、点検と

落石防止ネットの設置が速やかに行われたもの。 

＜受賞理由＞ 

◇落石を回収しただけでなく高い安全意識からリスクを

察知し、その気づきをグループ会社間で共有し迅速に

対策を行ったことで、第三者被害を未然に防止した好

事例であり、他の模範となるものである。 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/company/health_management/
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/employment/new-graduates/requirement/fresh/
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◆「安全掲示板」への投稿から安全性向上に向けた取組みや姿勢、安全意識等が他の模範となる事

例を投稿した社員に対し、支社長やグループ会社社長から直接褒める取組みを行っています。２０２

５年度は、昨年度４２９件から４４２件に増加しています。 

  

【事例：安全の特別大賞】 

『Ｇｏｏｇｌｅ ｍａｐによる誤ったルート案内と改善報告』 

(管理用道路で脱輪した一般車) 

（現場の状況） 

＜投稿内容＞ 

◇高速道路をつなぐ管理用通路において、複数台の一般車両誤

侵入が発生。その原因がＧｏｏｇｌｅ ｍａｐの誤りであることを突き

止め、社内の関係部署と協力しＧｏｏｇｌｅへ問題報告を行ったこ

とにより、案内が改善されたもの。 

＜受賞理由＞ 

◇管理用通路が地図上で経路案内されるという新たなリスクに気

づいたこと、また、そのリスクに対しＧｏｏｇｌｅへ問題提起を粘り強

くグループ一体となって行い、解決につなげたことは他の模範と

なるものである。 
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取組みの自己評価と今後の対応 （C／A） 

 ① 安全を最優先に、プロ意識を持って自ら考え行動する人財の育成  

■ 「人財育成マスタープラン」に基づき、各研修を体系的・計画的に実施しています。また、「技術戦

略」に基づき、高度で専門的な知識を有する社員の育成を行っています。 

➢ 人財を会社の経営基盤と位置づけ、安全性向上に関する研修・カリキュラムを継続的に実施して

いきます。また、グループ一体となって、高度な専門能力を有する社員の育成をはじめとした人財

育成に、中長期的な視点で取り組んでいきます。 

■ 当社とグループ会社、グループ会社間の交流等の人事施策により、グループ会社が持つ専門性を

個人や他のグループ会社に展開しています。 

➢ グループ会社との人事交流を継続するとともに、現場レベルでグループ会社との連携を強化して

いきます。 

■ 異業種のインフラ企業等との交流会や外部企業との人事交流施策により、当社グループにはない

視点を持つ社員が育成され、安全に関する知識も深まっています。 

➢ 外部企業との各種交流を継続し、様々な視点を持つ経験豊かな人財を育成するとともに、得られ

た知見を自社の取組みに反映し、更なる安全性向上につなげます。 

■ 公的資格の取得促進等による専門技術者の育成に取り組んでおり、個人の能力強化が進んでい

ます。また、デジタル化推進に対応した人財育成や生産性向上を目的に、生成ＡＩの活用を促進し

ています。 

➢ 専門技術者の育成や、次世代技術を活用できる人財の育成に継続的に取り組んでいきます。 

 ② グループ全体での共通した安全教育としての「安全啓発研修」の継続  

■ ２０２１年度から始まった「安全啓発研修」は、２０２５年度で全社員の受講一巡目を完了しました。 

➢ ２０２６年度以降も安全啓発研修を継続し、笹子トンネル天井板崩落事故の背景や教訓を繰り返

し学ぶことで、自分事として深く理解できる学びの環境を整備します。 

■ 事故後に入社した当社の社員は、全体のほぼ５割に達します。事故の背景や教訓を、次世代へ確

実に伝承し続けます。 

➢ 「安全啓発研修」を繰り返し受講するとともに、事故の背景や教訓、事故後の安全性向上の取組み

を深く理解し、自らの言葉で語り次世代へ伝承します。 

 ③ 社員の達成感の醸成  

■ 研修等を通じて相互理解を深める視点を学び、上司に限らず社員同士が互いに褒め合う環境を

整え、コミュニケーションの活性化につなげています。また、多様な働き方を支援する取組みを通じ

て、社員の働きがいにつなげています。 

➢ 各職場では、風通しの良い職場環境を整備し、コミュニケーションの活性化を図るとともに、関係

者が達成感を実感できる環境づくりを通じて、エンゲージメントの向上に努めていきます。 
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■ 現場社員による気づきや提案が自発的に発信され、各種表彰制度を通じて適切に評価される環

境を整備することで、関係者のモチベーション向上につなげています。 

➢ 経営陣が率先して褒める文化を浸透させることで、日常業務における取組みが評価につながる

ことを実感できる環境を整備し、気づきや提案の自発的な発信を促すとともに、適切な評価を通じ

てモチベーション向上につなげていきます。 
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２０２６年度の取組み方針（P） 

 ① 安全を最優先に、プロ意識を持って自ら考え行動する人財の育成  

■ 人財を会社の経営基盤と位置づけ、安全性向上に向けた取組みのＰＤＣＡサイクルを確実に実行

し、継続的な改善活動を主導できる人財の育成に中長期的な視点で取り組みます。また、高度な専

門能力を有する社員の育成を進めます。 

■ グループ会社との人事交流を含む現場経験を重視したジョブローテーション等の人事施策と、人

財育成マスタープランとの連携を通じて、個人及び組織の能力強化を進めます。また、外部企業と

の交流により安全に関する知識を深め、高い倫理観と自律的な行動力を備えた人財をグループ全

体で育成します。 

 ② グループ全体での共通した安全教育としての「安全啓発研修」の継続  

■ グループ全体の安全文化を醸成するため、「安全啓発館」を活用して、グループ全社員を対象とし

た安全啓発研修を継続します。また、事故後入社社員の割合が更に高まることを踏まえ、笹子トン

ネル天井板崩落事故の背景や教訓を繰り返し学び、自分事として深く理解することを通じて、社員

一人ひとりが安全を最優先とした自律的な行動へと結び付けられるよう、継続的な学びの環境を整

備します。 

■ 安全啓発研修等を通じて、笹子トンネル天井板崩落事故後に入社した社員が、事故の背景や教

訓を自らの言葉で語り、次世代へ確実に伝承できるよう育成します。あわせて、事故の記憶と教訓

の風化を防ぎ、組織として継承し続ける取組みを推進します。 

 ③ 社員の達成感の醸成  

■ コミュニケーションを活性化し風通しの良い職場を構築する中で、安全性向上の使命感を持つ人

財を育成するとともに、挑戦と成長を実感できる環境の整備を通じてエンゲージメントを向上させ

ます。 

■ 現場の社員による気づきや提案の自発的な発信を促すとともに、日常業務における取組みを適切

に評価し、表彰制度等を活用してその成果を組織として共有することで、社員のモチベーション向

上につなげます。 
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4.道路構造物等の経年劣化や潜在的リスクに対応した業務

プロセスの継続的改善 

２０２５年度の取組み方針（P） 

 ① 業務プロセスの定着とＰＤＣＡサイクルの実践  

■ 整備したルールを現場の日常業務に定着させるとともに、より効果的なプロセスへの見直しを継

続します。また、高度な技術支援が必要な課題に対しては、専門技術者チームの知見を積極的に活

用します。さらに、部門間を跨ぐ取組みでは、課題認識を共有し全体最適の実現をめざします。 

 ② 道路構造物等のリスクに起因する事象の未然防止  

■ 社内外のインシデントを自らの業務に置き換えて考え、潜在的リスク及び顕在リスクへの対応を継

続します。また、過去に発生した事象は年表システムなどを活用してグループ全体で伝承し、事象

が再び潜在化することを防ぎます。 

 ③ 部門を超えて共有した安全に関する情報や最新の知見などの要領への反映  

■ グループ会社を含む社員の提案や安全に関する情報、最新の知見などを要領に反映し、改定の

主旨を現場へわかりやすく伝えます。また、要領が確実に現場に反映されるよう遵守を徹底すると

ともに、現場の実態に応じて要領を改定します。 

 ④点検・補修業務の高度化・効率化  

■ 深刻化する労働人口の減少、急速なデジタル化の進展、そしてインフラ老朽化の加速といった社

会情勢の変化に対応するため、i-ＭＯＶＥＭＥＮＴを基盤とした点検・補修技術の革新を加速します。

また、開発された先進技術は、技術講習会、実演会、技術論文等を通じて、社外にも積極的に情報

発信し、業界全体の技術力向上に貢献します。 

【有識者委員からの取組みへのアドバイス】 

○ 安全対策については、フェールセーフの視点で見直しを行い、その通り実行されているか、リー

ダーは部下に考えさせるよう徹底していただきたい。 

○ 「マニュアル」は不断の努力の成果だということを、現場の人の感情に訴えていただきたい。また、

標準を守ることの大切さを現場の人に伝えていただきたい。 

〇 構造物の補修に関する目標設定は、さらに高い目標である予防保全に向けての目標を検討いた

だきたい。 

 

  

道路構造物等の経年劣化や潜在的リスクに対応した計画・実行・評価・改善のサイクルを着

実に実践し、現場に根ざした業務の継続的改善をおこないます。 
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主な取組み状況（D） 

① 業務プロセスの定着とＰＤＣＡサイクルの実践 
 

➢ 整備したルールの定着と業務プロセスの改善 

◆道路構造物や施設設備の維持管理は、保全点検要領等に基づく維持管理サイクルを着実に実践し

ています。また、発生した事象や点検結果から得られた教訓をグループ会社間で共有し、業務プロセ

スの継続的な改善に取り組んでいます。 

◆構造物の法令点検３巡目では、２巡目までの点検結果や損傷発生状況の分析結果を踏まえ、措置

計画の立案や維持管理サイクルの改善に取り組んでいます。２巡目の点検では、健全性の診断の判

定区分Ⅲ23と判定された施設のうち、橋梁が約９割（６４９橋）を占めており、桁端部や床版端部、下

部工付近において、伸縮装置や排水施設からの漏水に起因する構造部材の腐食の進行が確認され

ました。次いで多くの割合を占めるトンネルでは、判定区分Ⅲとされたもの（５８本）のうち、建設後３１

年以上経過したものが約６割を占め、特に矢板工法24により施工されたトンネルでは、覆工のひび割

れや漏水等の変状が多く確認されました。このため、急激な変状の進行や機能低下を抑制する観点

から、環境要件（塩害等）を考慮した優先度（路線別等の地域性考慮）に基づく維持修繕計画の立案

や、漏水対策をはじめとする劣化防止に有効な対策を優先的に進め、構造物の健全性確保にも取り

組んでいます。 

 

 

 

  

 
23 健全性の診断の判定区分Ⅲ：構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態のことをいいます（早期措置段階）。 
24 矢板（やいた）工法：トンネル掘削後に木材や鋼材の板（矢板）と支保工で地山を支え、その内側をコンクリートで固める伝統的な山岳トンネ

ル工法のことをいいます。 

（トンネル打継目から漏水） （漏水対策状況：樋設置） （矢板工法トンネルの構造図） 
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◆２０２４年度に発生した道路構造物の損傷事象（内阿原避溢橋）を踏まえ、同様事象の未然防止と

維持管理の信頼性確保を目的として、構造物の状態を的確に把握・評価し維持修繕計画の実効性

を高めるため、変状の状態、原因、進行可能性、第三者被害への影響、判定根拠等の必要な項目の

標準化を図る点検記録の質の向上に取り組んでいます。また、「点検判定会議」及び「対策検討会議」

では、構造物の機能面や第三者被害への影響、図面との整合性といった観点から確認すべき事項

を明確化し、措置計画の適正化を行うなど業務プロセスを改善したうえで、これらを保全点検要領

等に明記しました。さらに、２０２５年度では、長野自動車道の塩嶺トンネルで建設時の裏込め注入管

25と思われる鋼管が腐食し、周囲の覆工コンクリート26がはく落した事象を踏まえて、同様事象の再

発を防止するべく、注入管が施工されたトンネルに関して、事象発生の背景とともに点検時の留意事

項を保全点検要領等に反映しました。 

 

 
25 裏込め注入管：トンネルのコンクリート壁（覆工）と地山の隙間に、モルタルや発泡ウレタンなどの注入材を充填するためのパイプのことをい

います。 
26 覆工コンクリート：山岳トンネルなどで、掘削直後の不安定な地山の内側にコンクリートを打設し、トンネルの最終的な強度、安定性、耐久性

を確保する構造体のことをいいます。 

【事例：２０２４年度の教訓を踏まえた業務プロセスの改善】 

 

【事例：２０２５年度に発生した事象から得られた教訓に基づく業務プロセスの改善】 

◆点検時の留意点 

建設時では、地山が悪い箇所や坑口付近において背面空洞注入を実施しており、その際に使用したグラウトパイプ（鋼管）が覆工内面（走

行空間側）に露出している箇所が多く見受けられる。グラウトパイプ（鋼管）の腐食により、その周辺のコンクリートが劣化しはく落した事例が

あることから、同様な箇所がある場合は、注入口周辺を入念に打音点検する必要がある。 

（トンネル断面図） （変状状況） 

拡大 
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➢ 業務プロセスの定着とＰＤＣＡサイクルの実践 

◆笹子トンネル天井板崩落事故の記憶と教訓を風化させず、トンネル内での重大事故を想定した防

災訓練を警察や消防等の関係機関と連携し、定期的に実施しています。トンネル火災等を想定した

訓練を通じて、お客さまの安全確保に向けた対応手順やトンネル防災設備を含めたオペレーション

を確認するとともに、訓練結果を踏まえた改善を行うことで、ＰＤＣＡサイクルの継続的な実践に取り

組んでいます。 

 

➢ 専門技術者チームの知見の積極的活用 

◆自然災害や事故等の発生時における現場支援体制の強化を目的として、社内各分野のスペシャリ

スト等で構成した専門家チーム「Ｎ-ＴＥＣｓ27（ＮＥＸＣＯ中日本 Technical support）」を創設して

います。２０２５年度末時点で２３２名を登録しており、災害等の発生時には、事象の内容に応じて選

抜した技術者を現場に派遣し、迅速な技術支援を行っています。 

 

  

 
27 Ｎ-ＴＥＣｓ：地震や降雪雨の他、構造物の変状などにより高速道路機能に支障をきたす事象が発生した際に、あらかじめ任命されたメン

バーが現場状況の迅速かつ的確な把握・被害の拡大防止・二次災害の防止・高速道路の早期復旧その他応急対策を担う現地災害対策本

部に対して、技術的知識や経験、マネジメント能力を生かして円滑かつ迅速に災害復旧が進むように支援を実施する災害対応支援チームで

す。 

【事例：関係者と連携したトンネル防災訓練の実施】 

（中部横断道 樽峠トンネル） （富士五湖道路 籠坂トンネル） 

（崩落したのり面） 

【事例：専門技術者チームによる技術支援活動】 

◇社内の高度な専門性を有する技術者が専門的見地から助言を行

うなど、現場の課題解決に向けた技術支援を実施しています。具体

的には、２０２５年７月２日の降雨により新名神高速道路（四日市ＪＣ

Ｔ～新四日市ＪＣＴ間）ののり面が崩落した事象で、高度な技術力を

持った社内専門家が速やかに状況確認及び過去の資料調査を実

施するとともに、現場に赴き現地条件を踏まえた復旧計画の立案に

対し、技術的助言を行いました。その結果、迅速な復旧が可能とな

り、翌朝には通行止めの解除に至りました。 
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➢ 部門間を跨ぐ取組みの実効性の強化 

◆建設部門と保全部門の連携強化を目的として「建設・保全合同会議」を開催し、安全を中心とした

情報共有や部門間の調整を行っています。合同会議を通じて、維持管理のしやすさを考慮した設

計・施工の推進や、維持管理段階も含めた新技術・新工法の積極的な採用に取り組んでいます。ま

た、２０２５年度では、８月に保全部門で発生した点検員の墜落死亡事故に関して合同会議で発生状

況や想定原因などの情報共有を行うとともに、橋梁・高架における人の転落の恐れのある間隙に対

し転落防止網の設置範囲を定め、関係部門と連携して再発防止に取り組んでいます。 

 

 

  

（腐食の発生が懸念される部分） 

（非破壊検査など特殊技術が必要） 

【事例：維持管理しやすい設計・施工の取組み】 

◇道路照明設備等のアンカーボルトに、点検用の「特殊ナット」を複

数の現場で導入しました。これにより、従来の点検で行っていた非

破壊検査が不要となり、点検時にはボルト全周から基礎部までを

容易に目視確認ができ、維持管理性の向上を図っています。 

 

【事例：点検員の墜落死亡事故を踏まえた対応】 
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② 道路構造物等のリスクに起因する事象の未然防止 
 

➢ 潜在的リスク及び顕在リスクへの対応 

◆道路構造物等に係るリスクの把握と対策の検討を目的として「構造物のリスクに関する調査検討会」

を定期的に開催しています。２０２５年度の検討会では、社内外で新たに発生した事象やヒヤリ・ハッ

ト情報など２００件以上をリスト化し、発生原因や対策内容を整理するとともに、構造物への影響や

同様事象の発生可能性の観点から潜在リスクに該当するものがないか評価を行い、新たに４件のリ

スクを抽出しました。また、抽出したリスクについて必要な対策方針の検討を進めるとともに、その進

捗状況を継続的に確認することにより、道路構造物等の安全性向上に取り組んでいます。 

＜２０２５年度の新たな潜在的リスク等の洗い出し結果＞ 

①目地材で被覆されたトールゲート柱の腐食 

②岩塊盛土の空洞化 

③笹子トンネルの防災本管の老朽化・漏水の発生 

④グレーチング床版の下面鋼板の変状による落下の恐れ 

 

 
28 ＡＡ等級：火災などの緊急時に備え、トンネルの長さと交通量に応じて設けられた「AA〜D」の 5 段階の安全基準のことです。 

【事例：笹子トンネルの防災本管の老朽化・漏水の発生】 

◇笹子トンネルの防災本管は、設置から５０年(供用から４８年)が経過し老朽化が著しい状況である

ことから、点検の強化、埋設部の管体調査や埋設環境調査を実施していましたが、その最中に漏水

が発生しました。腐食環境下で経年により腐食した箇所へ、ＡＡ等級28の高い水圧（応力）が集中し

たことにより、腐食箇所に穴が空いたと推測しています。近年の腐食に起因する漏水は、設置後４１

年以上経過したＡＡ等級トンネルで発生しているため、４１年以上のＡＡ等級トンネルの防災本管は

腐食状況調査を実施し、優先順位に基づいた更新計画を立案していきます。 

（事故発生状況） 

（横断図） （防災本管配置図と損傷箇所） 

腐食損傷状況 
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【事例：グレーチング床版の下面鋼板の変状による落下のリスク】 

◇鉄道交差箇所の日常点検を行ったところ、Ｉ型鋼格子床版（グレーチング床版）における中央分離

帯の張り出し床版下面の鋼板が変状し、落下する危険性を確認しました。当該橋梁は、鋼板部の支

持方法が現在の技術規格で明確化される以前（１９９４年以前）に施工されたもので、下面鋼板と継

手底板を溶接で接合した構造となっていました。この構造では、鋼板の継ぎ目から侵入した伝い水

により溶接部の腐食が進行し、鋼板の支持機能が低下したことが本事象の原因と推定されます。こ

のため、同様に床版下面に鋼板を有し、支持構造が十分でない可能性のある橋梁について緊急点

検を実施しました。点検の結果、落下の危険性が確認された橋梁については、鋼板の撤去又は落

下を防止する措置を実施するとともに、撤去が完了するまでの間は点検を強化しました。 

『下面鋼板の落下リスクに影響する変状部位』 

◆２０２５年度の検討会では、橋梁を中心とした損傷事象への対応状況を確認するとともに、橋梁の劣

化メカニズムを踏まえた措置計画の適正化や、腐食劣化要因（漏水等）の除去対策の推進などを審

議しました。具体的には、名港トリトン29における鋼床版疲労き裂の補修方針や、特定橋梁に集中し

て発生している損傷事象の発生要因等を確認し、必要な対応方針の整理を進めました。あわせて、

予防保全の観点から効果的な措置工法の選定や、漏水対策等の劣化要因の除去の推進など、今後

の維持管理における対策の方向性を確認しました。 

  

 
29 名港トリトン：名古屋港をまたぐ伊勢湾岸自動車道（東海 IC～飛島 IC）の３つの斜張橋（東大橋・中央大橋・西大橋）の愛称です。 

主桁の板かかり部 下面鋼板・継手底板の接合部 
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➢ 社内外のインシデント情報の発信と自分事化 
 

 

 

  

 
・「安全掲示板」で収集した社内外の事象をも

とに、当社において起こり得るリスクを想定

し、類似するリスクの有無を確認するととも

に、新たなリスクの洗い出しにも取り組んでい

ます。 

これらの内容は、安全情報レポートとして社内

に情報発信し、現場のリスク感度を高めるとと

もに、社内外の事象を踏まえた全社的な安全

基盤の確立と、社員一人ひとりの意識改革に

つなげています。 

（隠蔽部「点検困難箇所」の同種・類似箇所の特定） 

・トールゲート柱など点検対象部位に密接する

目地材を撤去した際、隠蔽部に腐食が確認さ

れました。この事象を踏まえ、目地材や化粧カ

バー等により密接して隠蔽される部位につい

ても、変状が表面化しない潜在的リスクとして

管理することとしました。 

 同様の構造を有する６５カ所について緊急点

検を実施し、点検を可能とする対応を進めて

います。また、施設保全管理要領でこれまで

定めていた点検困難箇所に新たに追加定義

して、点検対象箇所を網羅しました。 

 今後は、維持管理段階で得られた知見を設

計段階にも反映し、構造物の長期健全性の確

保につなげていきます。 

【管内事象】 

トールゲート柱のプロテクターにご用心 

【管外事象】 

中国・四川省で発生した橋梁の崩落事故 
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➢ 予防保全の取組み 

◆国のインフラ長寿命化基本計画に基づき、「ＮＥＸＣＯ中日本インフラ長寿命化計画（行動計画）30」

及び「個別施策計画」を策定し、健全性の判定区分Ⅲと診断された橋梁やトンネルなどの構造物に関

して、期限内における計画的な措置を実施しています。２巡目の点検の結果、１巡目と比較すると、橋

梁とトンネルいずれも判定区分Ⅲの割合は減少しています。 

◆橋梁では、健全性の判定区分Ⅲの診断にもつながりかねない構造物の機能不全を招く可能性のあ

る変状を対象に、その発生状況や劣化メカニズム等を詳細に分析しました。その結果、凍結防止剤

を含む漏水による鋼部材の腐食や、コンクリート部材の塩害が、各種部材に共通する大きな劣化メ

カニズムの要因であることを改めて確認しました。また、鋼部材のき裂や伸縮装置などの道路付属物

の損傷に関しては、交通荷重による疲労や、雪氷作業車のスノープラウの接触などが要因であること

が想定されました。これらの劣化要因に対し、漏水対策や防食強化、補強対策などの予防保全策を

計画的に講じ、従来の事後保全と併せて取り組んでいくことで、ライフサイクルコストが最適となる措

置計画を策定し、予防保全型マネジメントを推進していく方針を確認しました。 

<橋梁の機能不全を招く可能性のある変状の劣化メカニズム等の分析結果> 

 

  

 
30 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞事業案内＞高速道路の保全・サービス＞インフラ長寿命化計画（行動計画） 

https://www.c-nexco.co.jp/koushin/infrastructure/
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➢ 過去事象の伝承と再潜在化の防止 

◆本社・支社・事務所では、事故や災害などの記憶と教訓の風化防止と、技術伝承に向けた様々な取

組みを組織的に実施しています。 

【事例：年表システムの継続的な活用と要領改定の契機となった事象の整理】 

◇重大な事故や災害などは特異事象として年表システムに集約するとともに、要領改定のきっかけ

となった事象を整理しています。これらの取組みを通じて、事故や災害などから得られた知見を組

織的に蓄積・共有し、社員一人ひとりの理解を深めることで、グループ全社での再発防止や教訓の

確実な伝承と、リスクの再潜在化の防止につなげています。また、将来的には道路管理ＧＩＳ31との

連携により、特異事象の発生箇所や構造物の位置情報と関連づけた活用を行うことで、事象の発

生傾向の把握や潜在リスクの可視化など、組織的なリスクマネジメントへの活用拡大に向けた取組

みを進めます。 

 

（要領改定のきっけかとなった事象） 

 

  

 
31 道路管理ＧＩＳ：道路台帳図、幅員、舗装状況、橋梁点検データなどの情報を電子地図上に重ねて一元管理するシステムのことです。 
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③ 部門を超えて共有した安全に関する情報や最新の知見などの要領への反映 
 

➢ 部門を超えて共有した安全に関する情報の活用 

◆社内外で発生した事故や事象の情報に加え、現場で取り組んでいる安全確保の工夫などについて

も「安全掲示板」を活用し、グループ全体で共有しています。現地では、グループ会社間での安全訓

練や、受注者が行う安全に関する研修・訓練等を通じて協力会社にも幅広く展開し、事故・トラブル

の教訓の共有や新たなリスクの発見など、安全性向上の取組みに活用しています。さらに、建設段階

や維持管理段階で留意すべき課題を「安全情報レポート」の注目情報として整理し、グループ全体で

共有することで、リスク低減の取組みを推進しています。 

◆異業種連携の一環として、首都高速道路株式会社や日本航空株式会社など他のインフラ企業との

継続的な情報交換を通じて、業界の枠組みを超えた知見の共有・相互連携を推進しています（Ｐ．２

９参照）。また、各職場では、東京電力ホールデングス株式会社の「東京電力 廃炉資料館」や、成田

国際空港株式会社の「成田空港 空と大地の歴史館」などの施設の自主的な視察を通じて、安全意

識の向上や業務プロセスの継続的な改善に向けた知見の収集に努めています。 

➢ 最新の知見等の要領への反映と確実な定着 

◆最新の知見やこれまでに発生した事象、「安全掲示板」に掲載した情報などをもとに、要領・基準の

見直しを行っています。 

【事例：要領・基準の改定】 

◇要領・基準を改定した際には、グループ会社を含めた説明会をオンラインも活用しながら、趣旨や

背景、経緯を含めて丁寧に説明することで現場の理解促進に努めています。具体的には、２０２４年

の能登半島地震では集水地形に位置する道路盛土の大規模崩壊が発生し、緊急輸送路の確保に

多大な時間を要しました。一方で、２００７年の能登半島地震により大規模崩壊したのち、排水対策

等を追加して復旧した盛土は、今回の地震における被災が軽微であることが確認されました。さら

に、２００９年の駿河湾沖地震や２０１１年の東日本大震災においても、集水地形における盛土の崩

壊が多く発生しており、本復旧では盛土内の浸透水を排除する対策が講じられてきました。これら

の知見を踏まえ、高速道路盛土の更なる安定性向上を目的として、盛土の排水強化を図りました。 

（現場で設置されているポリエチレン製の防護柵） 

【事例：安全情報レポートを通じた改善の共有】 

◇工事の車線区分に使用している赤色・白色ブロックが

走行時にフラッシュ状となり、光過敏性発作のリスクが

あるとのお客さまのご意見を受け、点滅基準等を踏ま

えた設置方法を検討した結果、赤色・白色を３基ずつ

交互配置する方法を整理し、次年度以降のリニューア

ル工事で試行的に導入することを共有しました。 



道路構造物等の経年劣化や潜在的リスクに対応した業務プロセスの継続的改善 4 章 

50 

 

（改定の概要） 

◆高速道路事業における建設生産・管理システムの効率化や高度化、及び省人化による生産性向上

を図るため、「ＩＣＴ施工」や「遠隔臨場」の導入に加え、「ＢＩＭ/ＣＩＭ32」の試行に取り組んできました。

これらの取組みを踏まえ、２０２５年７月から土木・施設工事等で「ＢＩＭ/ＣＩＭ」を全面適用することと

し、「ＢＩＭ/ＣＩＭ実施要領」や「３次元モデル作成要領」などの関連要領を制定しました。今後は、情

報のデジタル化、３次元モデルの活用、及び共通データ環境の利用を推進し、調査・設計から施工、

維持管理までの一連の業務プロセスの効率化と高度化に取り組みます。また、本取組みは、国土交

通省が推進する「i-Construction332.0」を踏まえ、将来的な建設現場のオートメーション化を見

据えたものでもあり、当面は２０３０年度まで効率化を主眼とした取組みを推進するとともに、省人化

や高度化につながる基盤整備を進めます。 

 
（建設現場の生産性向上） 

 
32 BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling）：計画、調査、設計段階から３次元モデルを導入することにより、その

後の施工、維持管理の各段階においても３次元モデルを連携・発展させて事業全体にわたる関係者間の情報共有を容易にし、一連の建設

生産・管理システムの効率化・高度化を図る取組み。 
33 i-Construction：建設現場でのＩＣＴの全面的な活用等により、建設生産システム全体の生産性向上を図る取組み。 
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④ 点検・補修業務の高度化・効率化 
 

➢ 点検・補修業務支援システムの高度化と継続的改善 

◆点検・補修業務の合理化や効率化に向けて運用してきた「工事・保全情報の見える化システム」か

ら得られた知見を集積し、より扱いやすく汎用性が高いビジネスインテリジェンスツール34（ＢＩツール）

の活用へ移行しています。変状データの集計作業の自動化と分布状況の可視化により、構造物の変

状把握の効率化とより効果的な補修計画の立案を実現しています。各事務所における点検判定会

議等に活用しており、今後はｉ‐ＭＯＶＥＭＥＮＴとの連携も視野に入れ、より高度な情報活用や業務

の効率化につながるシステムのあり方を検討していきます。 

 
（ＢＩツールを活用した変状データの集計作業の自動化と分布状況の可視化の一例） 

 

  

 
34 ビジネスインテリジェンスツール：企業活動におけるデータをもとに意思決定を支援するツールのことです。 
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➢ 点検・補修技術の革新 

◆高度で効率的な点検・診断技術や補修技術の開発を進めています。また、技術提案を募集し、大学

や企業が保有する技術を活用した共同研究・共同開発も進めています。 

【事例：現場で本格的に導入された技術】 

『リアルタイム動画点検』 

◇橋梁点検における精度及び安全性の更なる向上を目的として、ＮＥＸＣＯ３社共同でＵＡＶカメラ

35を用いた点検支援技術の現場検証を実施しました。ＵＡＶ等から伝送される映像を手元のモニ

ターでリアルタイムに確認し、近接目視点検と同等の状態把握を行うことで、現地で変状判定まで

行うことができます。これにより、内業の効率化につながることが確認されたため、「リアルタイム動

画点検」を要領化し、導入しました。 

  

（リアルタイム動画点検の実施状況） （従来点検とリアルタイム動画点検の比較） 

 

➢ イノベーションの促進と情報発信 

◆次世代技術を活用した革新的な高速道路保全マネジメント「i-MOVEMENT」に取り組んでいま

す。デジタルテクノロジーをはじめとする最先端の技術を導入することで、人口減少や少子高齢化に

伴う労働力不足、脱炭素社会への転換といった社会環境の変化、お客さまニーズの多様化、インフラ

の老朽化に伴う事業量増大などの高速道路を取り巻く環境の変化に対応しながら、高速道路モビリ

ティを進化させます。また、次世代技術の研究開発や現場での活用に向けた取組みを進めるととも

に、その成果は展示会や技術発表等を通じて、積極的な情報発信を行っています。次世代保全技術

やデジタル技術に関する取組みを広く発信し、技術交流や新たな連携の創出につなげています。 

  

 
35 ＵＡＶカメラ：無人航空機に搭載し、上空から写真や動画を撮影する高精度カメラのことです。 
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【事例：全線常時監視による現場状況把握の効率化検討】 

◇高速道路上で発生する交通事故や落下物、気象、路面状況などの異常事象は、道路管制セン

ターによる監視機能の高度化を目的に、センシング技術を活用した要素技術の検証を進めていま

す。光ファイバセンシングや監視カメラなどの技術を、既設設備の活用による投資効率にも留意しな

がら開発及び検証を行い、事象検知の精度や即時性の確認を実施しました。 

現在は、単一のセンシング技術に依存するのではなく、複数の技術を相互に補完させる「ベストミッ

クス」による監視手法の確立に向け、最も効率的な組み合わせや展開方針の検討を進めています。 

 

（全線監視の定義） 

 

【事例：現場で試行導入している技術】 

『視界不良時における遠隔モニタリング』 

◇高速道路における全線常時監視は、現場に設置された監視カメラを活用し、交通事故や落下物、

気象、路面状況などの異常事象の早期検知・状況把握を行っています。一方、夜間や霧などの気象

条件により映像の視認性が低下し、迅速な事象把握が困難となる場合があることから、リアルタイ

ムでカメラ映像を鮮明化する技術の検証を進め、視界不良時における監視機能の向上に取り組ん

でいます。 

 

（降雪時の画像鮮明化前後の比較） 
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【事例：現場で試行導入している技術】 

『ゴミ堆積量センシング』 

◇サービスエリア及びパーキングエリアのゴミ箱に超音波式センサーを設置し、堆積量のデータを分

析する取組みを進めています。これにより、エリアキャストによる清掃作業のタイムスケジュールの

最適化や、ゴミ回収頻度及びゴミ箱配置の最適化による、エリアキャストの高齢化や将来的な担い

手不足への対応が期待されています。現在、東海北陸自動車道ひるがの高原ＳＡ・松ノ木峠ＰＡ・

飛騨河合ＰＡの各上下線、新東名高速道路の浜松ＳＡ（下り線）で試行導入を行っています。 

 

（ひるがの高原ＳＡ ゴミ堆積量センシング） 

 

  

超音波式センサー 
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取組みの自己評価と課題認識（C／A） 

 ① 業務プロセスの定着とＰＤＣＡサイクルの実践  

■ 道路構造物等の維持管理では、保全点検要領等に基づく維持管理サイクルを着実に実践すると

ともに、点検結果や発生事象の分析を踏まえた業務プロセスの改善を継続的に行いました。特に、

点検記録の記載事項の標準化や、点検判定会議・対策検討会議における確認事項の明確化など、

構造物の状態把握や措置判断の精度向上に向けた取組みを進めています。 

➢ 点検結果や発生事象から得られた知見を継続的に業務へ反映するとともに、専門技術者チーム

の知見を活用した技術的支援を通じて課題解決の高度化・迅速化を図り、維持管理サイクルにお

けるＰＤＣＡの実効性の向上や、健全性診断の優先度に基づく計画的な措置の推進に取り組んで

いきます。 

■ 法令点検２巡目までの結果を踏まえ、劣化要因に着目した維持管理の方向性を整理し、構造物の

特性や使用環境に応じた対応を進めました。 

➢ 劣化要因や損傷発生傾向を踏まえた対策の優先順位づけを行い、維持管理段階で得られた知

見を設計・施工へフィードバックすることで、事後保全に取り組みつつ、予防保全型マネジメントの

推進に向けた取組みを進めていきます。 

 ② 道路構造物等のリスクに起因する事象の未然防止  

■ 「構造物のリスクに関する調査検討会」では、社内外で発生した事象の分析を行い、構造特性や

環境条件を踏まえたリスクの把握と対策の方向性整理を継続的に実施しました。これにより、顕在

化したリスクへの対応に加え、潜在的リスクの抽出と対応を進めています。 

➢ 事象分析を継続するとともに、構造物の特性や使用環境を踏まえたリスクの把握と対策検討を通

じて、予防保全型マネジメントの推進につなげていきます。 

■ 点検や事象対応を通じて得られた知見を踏まえ、従来把握が困難であった部位を含めたリスク認

識の向上を図り、類似構造への展開や現場確認の拡充に取り組みました。また、維持管理段階で

得られた知見は設計・施工段階における留意事項として整理し、将来のリスク低減に向けたフィー

ドバックにも取り組みました。 

➢ 個別事象から得られた知見を点検時の着眼点や確認方法として共有し、類似構造への水平展開

を継続するとともに、設計・施工段階へのフィードバックを通じて初期段階から脆弱性を作りこまな

い取組みを進めることで、リスクを踏まえた維持管理の充実と事象の未然防止、さらには構造物の

長期健全性の確保につなげていきます。 

 ③ 部門を超えて共有した安全に関する情報や最新の知見などの要領への反映  

■ 社内外で発生した事故や事象、現場での安全確保の工夫等は「安全掲示板」や「安全情報レポー

ト」を通じてグループ全体で共有し、リスク感度の向上と安全性向上の取組みを推進しました。 

➢ 事故や事象の情報に加え、現場での工夫や改善事例の共有を継続し、他組織への水平展開を進

めることで、組織全体のリスク感度の向上と安全性向上の取組みの定着を図っていきます。 
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■ 最新の知見や発生事象を踏まえ、要領・基準の見直しや現場への周知を行うとともに、運用状況

を踏まえた改善を継続し、ルールと実務の整合を図りました。 

➢ 最新の知見や現場実態との乖離の有無を継続的に確認しながら、要領・基準の見直しを進め、改

定内容の確実な浸透と現場での実効性確保につなげていきます。 

■ 建設生産・管理システムの高度化に向け i-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの取組みを推進するとともに、

BIM/CIM の全面適用を開始し、デジタル技術の活用による業務の効率化・高度化を進めました。 

➢ BIM/CIMの活用をはじめとしたデジタル技術の定着と活用拡大を進め、建設生産システム全体

の効率化・高度化を図ることで、生産性の向上につなげていきます。 

 ④ 点検・補修業務の高度化・効率化  

■ 点検・補修業務支援システムや各種情報基盤の活用により、情報共有やデータに基づく意思決定

の高度化を進め、業務の効率化に取り組みました。 

➢ 蓄積されたデータや活用状況を踏まえ、情報の利活用手法の改善を進めることで、補修計画の高

度化や業務全体の効率化につなげていきます。 

■ 次世代技術を活用した高速道路保全マネジメント「i-MOVEMENT」の取組みとして、センシング

技術やデータ分析技術の活用により、構造物の状態把握や監視機能の高度化に向けた検証を進

めました。 

➢ 実証で得られた成果や課題を踏まえ、現場への適用と運用方法の確立を進めることで、点検・補

修業務の高度化及び省人化の実現につなげていきます。 
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２０２６年度の取組み方針（P） 

 ① 業務プロセスの定着とＰＤＣＡサイクルの実践  

■ 整備したルールの意義を正しく理解したうえで日常業務への定着を進めるとともに、より効果的な

業務プロセスへの見直しを継続します。また、高度な技術支援を要する課題に対しては、専門技術

者チームの知見を積極的に活用して、より高度な視点での課題解決とその迅速化を図ります。さら

に、部門間を跨ぐ取組みでは課題認識を共有して、全体最適の視点から業務プロセスの改善を進

めます。 

 ② 道路構造物等のリスクに起因する事象の未然防止  

■ 社内外のインシデントを自らの業務に置き換えて考え、潜在的リスク及び顕在化したリスクへの対

応を継続します。また、過去に発生した事象は年表システム等を活用してグループ全体で伝承し、

事象が再び潜在化することを防止します。 

■ 健全性診断の優先度に基づく事後保全的な措置の推進に取り組むとともに、ライフサイクルコスト

が最適となる予防保全型マネジメントを推進し、中長期的な視点から安全性の向上に取り組みます。 

■ 設計・施工段階における潜在的な脆弱性が将来のリスクとならないよう、維持管理段階で得られ

た知見を設計・施工へ反映し改善することで、構造物の長期健全性の更なる向上につなげます。 

 ③ 部門を超えて共有した安全に関する情報や最新の知見などの要領への反映  

■ グループ全社員からの提案や安全に関する情報、最新の知見等を要領に反映し、改定の背景や

趣旨を現場へわかりやすく伝えるとともに、要領を守ることの重要性への理解と共感につなげます。

また、要領を確実に現場で遵守するとともに、現場実態との乖離の有無を継続的に確認して、実態

に応じた要領の改定を行います。 

 ④ 点検・補修業務の高度化・効率化  

■ 生産年齢人口の減少やデジタル技術の進展、高速道路の老朽化の進行といった社内外の環境変

化に対応するため、ｉ‐ＭＯＶＥＭＥＮＴを基盤とした点検・補修技術の革新を加速、実装して、点検・

補修業務の省人化及び高度化に取り組みます。また、開発した先進技術は、技術講習会、実演会、

技術論文等を通じて社外にも積極的に情報発信し、業界全体の安全性向上及び技術力の向上に

貢献します。 
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5.安全性向上に向けた着実かつ効率的な事業の推進 

２０２５年度の取組み方針（P） 

 ① 点検計画及び点検結果に基づく補修工事等の着実な実施  

■ 近接目視を基本とした省令で定める５年に１回の点検を確実に実施し、点検結果を反映した計画

に基づいて維持修繕工事を行います。 

■ リニューアルプロジェクトや耐震補強事業など構造物の更新を進めることにより、維持修繕工事の

効率化を図ります。また、商業施設など道路構造物以外についても、点検・維持修繕を着実に実施

します。 

 ② 事業を確実に執行するための対策の実施  

■ 少子高齢化など社会環境の変化に対応した新技術・新工法の導入を進めます。 

■ 建設業界の担い手不足解消を目的に、働き方改革を推進します。 

■ 労働災害防止に向け、グループ会社や工事受注者と連携し、工事中の事故防止対策を強化しま

す。 

 ③幅広い観点から安全性向上の施策の着実な実施  

■ 高速道路ネットワークの整備や事故・渋滞対策など安全性向上につながる施策を実施します。 

■ 激甚化・頻発化する自然災害に対し、防災対策を強化します。 

【有識者委員からの取組みへのアドバイス】 

〇 高齢者や海外の方など多様なお客さまへの対応を行っているが、危険な箇所でこそ言語の問題

を超えた対応が必要。また、危険な運転をする人がいることも踏まえたうえで、全体的な安心感を

高める取り組みを続けていただきたい。 

○ 南海トラフ地震、富士山噴火、首都圏直下型地震の防災対策について、政府も含め新たな取組み

が進んでいくと思われるので、状況を確認し自社の対策に組み入れていただきたい。 

  

点検・補修技術の更なる向上と、効果的な経営資源の投入により、安全性向上に向けた事業

を着実かつ効率的に実施します。 
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主な取組み状況（D） 

① 点検計画及び点検結果に基づく補修工事の着実な実施 
 

➢ 省令で定められた構造物の近接目視を基本とする５カ年点検 

◆２０１４年に施行された定期点検の法令化以降、５年に１回の頻度で近接目視による点検を確実に実

施しています。２０２４年度から３巡目となる点検を開始し、２０２６年３月末時点で対象となる構造物

全数の約４０％の点検が完了しており、計画どおりの進捗となっています。 

◆２０２５年度は、「健全性の診断の判定区分Ⅳ36」に該当する構造物はありませんでした。また、構造

物の部材ごとの個別の判定区分「AAA37」に該当する変状もありませんでした。 

➢ 点検結果を踏まえた構造物の補修 

◆点検結果等を踏まえ、次期点検までに措置する「健全性の診断の判定区分Ⅲ」の構造物の措置 

を計画的に行っています。 

（判定区分Ⅲ 補修前） （補修後） 

 

➢ 高速道路リニューアルプロジェクト（大規模更新・修繕事業） 

◆橋梁やトンネルなどの構造物を最新の技術を用いて補修・補強し、建設当初と同等又はそれ以上

の性能や機能を回復することで、高速道路をこれからも長く健全に保つ「高速道路リニューアルプロ

ジェクト38」に取り組んでいます。 

  

 
36 健全性の診断の判定区分Ⅳ：構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態のことをい

います（緊急措置段階）。 
37 ＡＡＡ：変状が極めて著しく、構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、通行止め等の緊急措置を講ずべき状態

の判定区分です。 
38 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム>事業案内>高速道路の保全・サービス>高速道路リニューアルプロジェクト 

鋼橋桁端部の腐食 

https://www.c-nexco.co.jp/koushin/
https://www.c-nexco.co.jp/koushin/
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◆２０２５年度は、橋梁床版更新２７橋、橋梁床版修繕３５橋、トンネル修繕３チューブ39、土工構造物

修繕４２カ所の工事が完了しました。 

 
（橋梁桁更新工事の状況） 

 
（トンネル修繕工事の状況） 

 
（橋梁床版更新工事の状況） 

 
（土工構造物修繕工事の状況） 

 

➢ 緊急輸送道路の耐震補強の推進 

◆災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、緊急輸送道路上の橋梁に関して、大規模な

地震時でも軽微な損傷にとどまり、速やかな機能回復が可能となる耐震補強40を推進しています。 

◆対象橋梁４，６１６橋に対して、約９割の４，４２３橋の耐震補強が完了しています。耐震補強が完了し

ている橋梁は、緊急輸送道路として速やかに機能回復できる状態が確保されています（２０２６年３

月時点）。 

  
（耐震補強工事の状況） 

  

 
39 チューブ：道路などのトンネルにおける「１つの通路（１本の管状空間）」を指す単位のことです。 
40 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞事業案内＞高速道路の保全・サービス＞橋梁の耐震補強計画について 

https://www.c-nexco.co.jp/topics/993.html
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➢ 点検及び補修による商業施設の適切な管理 

◆商業施設設備の点検結果を踏まえ、商業施設の安全性を確保するために計画的な補修を行うとと

もに、店舗のリニューアル時期も考慮しながら、ライフサイクルコストを考慮した中長期設備更新計

画を作成し、効率的な設備更新に取り組んでいます。 

項  目 
２０２１～２０２５年度 

実績 

２０２６～２０３０年度 

計画 

受配電設備 ２５エリア １３エリア 

幹線ケーブル ４２エリア ２６エリア 

排水設備 ６１エリア ５２エリア 

空調設備 ３８エリア ３８エリア 

屋根防水 ３３エリア ４１エリア 

ＰＡ改築 ３エリア ８エリア 

ＧＳ地下タンク － ７エリア 
（中長期設備更新計画） 

（補修前） （補修後） 

【事例：商業施設屋根の防水補修】 

◇屋根防水の経年劣化などを計画的に

補修し、建物の延命化に取り組んでい

ます。 
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② 事業を確実に執行するための対策の実施 
 

➢ 少子高齢化など社会環境の変化に対応した新技術・新工法の導入 

◆将来にわたって事業を進めていくうえで経営方針を具現化するための戦略の一つとして、技術の

方向性や技術者の役割などを示す「技術戦略」を定め、「技術のめざすべき姿」への到達に向けて当

社グループの技術レベルを向上させるとともに、新たな技術開発に取り組んでいます。 

＜技術のめざすべき姿＞ 

めざすべき姿① 安全を何よりも優先するための技術の構築 

めざすべき姿② 高速道路の機能強化と進化を実現する技術の構築 

めざすべき姿③ 
デジタル化（DX）や脱炭素化など環境変化に適応した新たな価値

創造を実現する技術の構築 

めざすべき姿④ 上記を実現する継続的な人財育成 

 

【事例：ポットホール用水硬化型プライマーの開発】 中日本ハイウェイ・メンテナンス名古屋株式会社 

（水硬化型ハイウェイ・ハイドロプライマー） 

 

 
（プライマー導入前後のポットホール再発件数） 

◇ポットホール（舗装路面の穴）は雨天時に発生することが

多く、緊急的に補修する必要があります。これまでは、補

修する際に穴に水分が残っていると材料が接着せず、

ポットホールが再発することが多くありました。再発する

と、再度工事規制を実施し補修する必要があり、この再発

の課題を解決するため、水が残っていても接着する下地

処理材「水硬化型ハイウェイ・ハイドロプライマー」を開発

しました。この接着剤の導入により、ポットホールの再発は

大幅に減少しました。 

 

➢ 建設業界の担い手不足解消のための働き方改革 

◆お取引先の皆さまに当社の事業や魅力ある工事発注の取組み等をご理解いただくため、「魅力あ

る工事発注及び適切な工事管理に向けた取組み41」に関する資料を公表しています。２０２５年度は、

「週休２日（週単位）の標準化」「主任技術者・管理技術者の兼任」「ｉ‐Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの推進」などの

新たな取組みを開始しました。 

  

 
41 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞調達・お取引＞契約関係規程・要領＞魅力ある工事発注及び適切な工事管理に向けた取組み 

https://contract.c-nexco.co.jp/point/pdf/251001_%E9%AD%85%E5%8A%9B%E3%81%82%E3%82%8B%E5%B7%A5%E4%BA%8B%E7%99%BA%E6%B3%A8%E5%8F%8A%E3%81%B3%E9%81%A9%E6%AD%A3%E3%81%AA%E5%B7%A5%E4%BA%8B%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%9F%E5%8F%96%E7%B5%84%E3%81%BF%E3%80%90%E7%AC%AC12%E7%89%88%E3%80%91.pdf
https://contract.c-nexco.co.jp/point/pdf/251001_%E9%AD%85%E5%8A%9B%E3%81%82%E3%82%8B%E5%B7%A5%E4%BA%8B%E7%99%BA%E6%B3%A8%E5%8F%8A%E3%81%B3%E9%81%A9%E6%AD%A3%E3%81%AA%E5%B7%A5%E4%BA%8B%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%9F%E5%8F%96%E7%B5%84%E3%81%BF%E3%80%90%E7%AC%AC12%E7%89%88%E3%80%91.pdf
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➢ 労働災害の防止に向け、グループ会社や工事受注者と連携した工事中事故防止の取組み 

◆近年発生した重大事故・重大事象をもとに５つの重点テーマを選定し、工事中事故防止強化月間

を設定して集中的な対策に取り組みました。強化月間期間中は、昨年同時期の事故件数と比べ約２

割減少し、また、重点テーマに関連する重大な事故の発生はありませんでした。 

    
【重点テーマ】 

（「作業員と建設機械・車両の接触防止」の対策例） 

【重点テーマ】 

（「建設機械の転倒防止」の対策例） 

◆首都圏中央連絡自動車道 相模原愛川ＩＣで、橋梁上に設置された道路照明設備の点検を行って

いた点検員が、何らかの要因で壁高欄を乗り越え橋梁下に墜落し、死亡する事故が発生しました。

事故の再発防止策として、「リスクアセスメント」や「現場に即した作業手順の検討」を徹底しました。 

◆一人ひとりの安全意識の高揚及び安全啓発を目的に、ＮＥＸＣＯ社員、グループ会社社員、施工管

理員、受注者（協力会社含む）やその家族から「安全標語」を募集し、入賞標語の表彰を実施すると

ともに、表彰作品をポスター等にして各現場事務所で掲示しています。 

 

➢ 広域的なＥＴＣシステム障害への対応 

◆２０２５年４月６日の０時半頃から、ＮＥＸＣＯ中日本管内の一部料金所でＥＴＣシステム障害が発生

し、一部の車両でＥＴＣによる正常な課金処理ができなくなる事象が発生しました。 

◆「広域的なＥＴＣシステム障害発生時の危機管理検討委員会」を設置し、ＥＴＣシステム障害が発生

した際の体制構築基準、障害原因・影響範囲の特定及び障害の復旧など、お客さまにご不便をお掛

けしないための対応事項を定めた「広域的ＥＴＣシステム障害発生時の危機対応マニュアル」を策定

しました。 

◆各現場組織が連携した対応訓練を実施するとともに、訓練で得られた意見を踏まえ、非常体制構

築の目安や障害発生時のレーン開放の考え方に関して補足を行うなど、事象発生時の確実な対応

につなげています。 

【事例：２０２５年度 入賞標語（最優秀本部長賞）】 

◇ 特定分野Ⅰ（労働災害） 

○「その声が 仲間を守る 第一歩」      ○「挨拶で 築く信頼 気づく不調」           

◇ 特定分野Ⅱ（公衆災害等） 

○「危ないぞ！ その一言が プロの技」   ○「自己判断 『はず』や『だろう』は 事故判断」 

◇ 家族分野 

○「守ってね 作業手順と 家族の未来」   ○「いってきます 必ず最後は ただいまで」    



安全性向上に向けた着実かつ効率的な事業の推進 5 章 

64 

 

③ 幅広い観点からの安全性向上の施策の着実な実施 
 

➢ 高速道路ネットワークの整備の推進 

◆２０２５年８月３０日に、東海環状自動車道 本巣ＩＣ～大野神戸ＩＣ間が開通42しました。これにより、

関西方面と北陸・飛騨方面を結ぶダブルネットワークが形成され、名神高速道路や東海北陸自動車

道とともに広域交通を担っています。また、事故や大規模工事等に伴う交通規制による影響を回避

できる代替ルートが増えたことで、交通の信頼性が向上しました。 

◆交通渋滞の緩和、環境改善に寄与し、経済活動とくらしを支える重要な交通ネットワークとなる東京

外かく環状道路や新東名高速道路の建設43を進めています。 

 
42 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞ニュースリリース＞２０２５年０７月２５日 C3 東海環状自動車道 本巣ＩＣ～大野神戸ＩＣ間 ２０２５年

８月３０日（土）１５時に開通します 
43 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞事業案内＞高速道路の建設＞高速道路の建設情報 

 
（東海環状道 本巣ＩＣ～大野神戸ＩＣ間 開通式） 

 
（ダブルネットワークの形成） 

＜外環道 大泉ＪＣＴ～東名ＪＣＴ間＞ 

・東京外かく環状道路は、現在関越自動車道

から東名高速道路間の約１６ｋｍが事業中で

す。国土交通省、東日本高速道路株式会社、

中日本高速道路株式会社が共同して事業を

進めています。 

 
 

 
（外環道 大泉ＪＣＴ～東名ＪＣＴ間の工事状況） 

＜新東名 新秦野ＩＣ～新御殿場ＩＣ間＞ 

・橋梁区間が約２割、トンネル区間が約５割と構

造物比率が高く、特に山北町や松田町域で

は、急峻かつ狭隘な山岳地形の中、大規模な

橋梁やトンネルの工事を進めています。 

 

 
 

 
（新東名 新秦野ＩＣ～新御殿場ＩＣ間の工事状況） 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6420.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/operation/construction/progress/
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/operation/construction/progress/
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➢ 事故・渋滞対策の推進 

◆名神高速道路 一宮ＩＣ～一宮ＪＣＴ（下り線）で、片側３車線運用による渋滞対策44を２０２５年１１月

２２日から開始しました。前年同時期との１カ月間の比較では、交通量は増加しましたが、交通集中に

よる渋滞は解消しました。 

◆高速道路における逆走対策45は、国土交通省が設置した「高速道路での逆走対策に関する有識者

委員会」での報告を踏まえ、重点対策箇所（統一的な対策実施後もなお重大事故が発生している箇

所、同一施設で複数回発生している箇所、平面交差構造）で実施計画を策定しました。実施計画で

は、逆走事案個々の分析及び現地条件等を踏まえ、視覚的対策の強化と物理的対策を実施してい

きます。 

 
44 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞ニュースリリース＞２０２５年１１月２０日 E1 名神 一宮ＩＣ～一宮ＪＣＴ（下り線）の３車線運用を２０２５

年１１月２２日（土） ４時から開始します ～今回で一宮ＪＣＴ付近の渋滞対策が完成～ 
45 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞ニュースリリース＞２０２５年１１月１４日 高速道路における逆走対策の推進について～重点対策箇所

における実施計画の公表 管内４０か所で対策を実施～ 

 
（渋滞対策前） 

 
（渋滞対策後） 

  

※集計期間 対策前：2024/11/24（日）～2024/12/20（金） 対策後：2025/11/23（日）～2025/12/19（金） 

※渋滞件数は１カ月間の累計であり事故渋滞は除く 

 
（錯視効果を応用した路面標示） 

【事例：視覚的対策】 

◇転回や誤進入しようとするドライバーに対し正しい行動を促

すために、「転回禁止」「進入禁止」等のペイントを設置（※逆

走方向から見た際にのみイラストが見えるように設置）。 

下り線 
下り線 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6498.html
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/pressroom/news_release/6497.html
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◆道路情報を多言語でお知らせするスマートフォン専用アプリ「みちラジ」による情報提供を、ＮＥＸＣ

Ｏ中日本管内全域で配信し、海外の方も安全に高速道路をご利用いただけるよう取り組んでいます。 

 （みちラジ） 

・位置情報をもとに道路交通情報を音声でお知

らせするスマートフォン専用アプリ「みちラジ」

は、日本語・英語・中国語（簡体字）・韓国語の

４カ国語に対応しており、設定メニューから１

タップで言語の変更ができます。 

（チラシ） （動画） 

・ナビアプリ利用による高速道路への誤進入が

多いことから、多言語の動画やチラシで注意点

をお知らせしています。 

 

➢ 激甚化・頻発化する自然災害等に対する防災対策の強化 

◆南海トラフ地震等の大規模災害に備え、各機関での検討状況を踏まえ、防災関係要領を改定しま

した。 

＜業務継続計画（地震編）の主な改定事項＞ 

○ 中央防災会議より出された南海トラフ巨大地震対策検

討ワーキンググループ報告書（２０２５年３月）に基づき、被

害想定規模を見直し 

○ 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応を見直し 

○ 初動対応ＢＯＸ※の整備並びに活用 

※発災時における初動対応時の機動性確保のため、参集後１時間以

内に誰しもが会社の優先対応業務が実施できるよう、取るべき行動

をＴｏＤｏカードとして整理したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（初動対応 BOX（ＴｏＤｏカード）） 

＜本社業務継続計画（火山編）の主な改定事項＞ 

○ ２０２１年に見直された富士山火山災害の被害想定を反映（溶岩流等の到達予想時間や範囲を

見直し） 

 
（路面埋込型ブレード） 

【事例：物理的対策】 

◇本線流出ランプに誤って進入した車両に対し衝撃を与えるこ

とで、視覚的対策と合わせて逆走に気づかせる対策。 
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◆本社では、見直した被害想定規模をもとに各地で甚大な被害が発生したことを想定した訓練を実

施しました。各事務所やグループ会社でも、それぞれの災害を想定した防災訓練を実施しました。 

◆今後も、首都圏における広域降灰対策ガイドライン（２０２５年３月）や、２０２５年１２月に見直された

首都直下地震の被害想定などを、今後防災関係要領や訓練内容に反映していきます。また、道路法

の改正（２０２５年４月）に伴い策定された道路啓開計画ガイドライン（２０２５年７月 国土交通省道路

局）に基づき、広域ブロック単位での道路啓開に関係機関と連携して取り組みます。 

◆道路区域外危険箇所における土砂災害が発生する前の危険防止措置に関し、災害点検要領で規

定している道路区域外危険箇所調書が適切に作成されていない事態や、当該危険箇所に対して管

理者等との調整が適切に実施されていない事態などが確認されたことから、道路区域外危険箇所に

関する管理の適正化に向けて、災害点検要領の改定を行いました。土砂災害警戒区域を考慮し、航

空レーザー測量の成果等を活用して危険性を判断するなどし、調書を適切に管理するとともに、当

該危険箇所の危険防止措置が講じられるように、管理者等との調整を行っていきます。 

➢ ＣＯ２排出量の削減など最近の脱炭素の取組み 

◆国内外の動向を踏まえ、サプライチェーンにおけるＣＯ２の排出量削減を推進するため、２０５０年の

脱炭素化の実現をめざし、「中日本高速道路株式会社道路脱炭素化推進計画46」を策定しました。 

道路管理分野におけるＣＯ２削減目標 

 ２０３０年度 ２０４０年度 

ＣＯ２目標削減率 50％ 73％ 

ＣＯ２目標削減量 9.3 万ｔ/年 13.6 万ｔ/年 
※道路脱炭素化基本方針における道路分野全体の目標値に準拠 

 

取組の実施によるＣＯ２削減量 

主な指標 
２０１３年度 

（基準年度） 
２０３０年度目標 ２０４０年度目標 

道路関係車両の電動車化 

道路照明のＬＥＤ化 

再生可能エネルギー活用 

2％ 

54％ 

0％ 

100％ 

100％ 

60％ 

100％ 

100％ 

80％ 
※指標毎のＣＯ２削減量は、道路脱炭素化基本方針における道路分野（高速道路会社）の努力目標値より設定したう

えで、「道路管理分野」全体のＣＯ２削減目標の超過達成をめざす 

 
46 公式ＷＥＢサイト＞企業情報ホーム＞事業案内＞環境への取組み 

【事例：防災訓練】 
（被害想定） 

静岡県沖を震源とするマグニチュード９．０の地震が 

発生し、管内の約８６％が通行止め 

（ＮＥＸＣＯ中日本 本社 防災訓練） 
（各グループ会社の防災訓練） 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/operation/environment/
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◆２０２０年からグリーンボンドを、２０２４年からソーシャルボンドをそれぞれ発行しています。ファイナ

ンスと環境に配慮した事業とをより具体的に紐づけるとともに、資金使途に応じて、グリーン、ソー

シャル、ノンラベルを使い分けています。また、環境省が主催の「ＥＳＧファイナンス・アワード・ジャパ

ン47」の金融部門（資金調達者部門）に応募し、交通インフラの気候変動緩和に資する資金使途の拡

大や、ＥＳＧ金融の枠組みにおける新たな取組みに期待が寄せられ、選定委員長賞にあたる「銅賞」

を受賞しました。「ＥＳＧファイナンス・アワード・ジャパン」での受賞は、高速道路会社として初めての

ことです。 

【事例：環境に配慮した工事】 

（新手取川橋の工事状況） 

◇北陸自動車道の新手取川橋は、手取川の河口

に位置し、桁下周辺には石川県で絶滅危惧種Ⅱ

類に指定されているイソコモリグモが生息する砂

浜があり、周辺には絶滅危惧種Ⅰ類に指定され

ているコアジサシの営巣地も存在するため、これ

ら生き物への影響に配慮し、橋梁下の砂浜に重

機等を設置しない工法を採用しています。 

＜ＥＳＧファイナンス・アワード・ジャパンでの受賞理由＞ 

◇受賞理由のひとつに、「高速道路老朽化対策工事においては希少生物への配慮を盛り込むなど、

ファイナンスと事業を具体的に結び付けていること」があげられています。 

 

  

 
47 ＥＳＧファイナンス・アワード・ジャパン：環境省が ESG 金融又は環境・社会事業に積極的に取り組み、インパクトを与えた企業等について、

その先進的取組み等を表彰し、広く社会で共有し、ESG 金融の普及・拡大に繋げることを目的として実施しているものです。 

イソコモリグモ 
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取組みの自己評価と課題認識（C／A） 

 ① 点検計画及び点検結果に基づく補修工事等の着実な実施  

■ 省令に定められた５年に１回の点検の３巡目を計画どおり実施しています。また、２巡目までの点

検結果を踏まえ、急激な変状の増加や機能低下の抑制の観点から、劣化要因（漏水）の排除等に

着目した措置の取組みを進めています。 

➢ 点検３巡目に関しても関係する法令に従い、５カ年以内にすべての構造物の点検を完了するよう

進めていきます。引き続き、更なる点検の効率化、変状の優先順位づけ、予防保全型マネジメント

への転換などに取り組んでいきます。 

■ 高速道路リニューアルプロジェクトや、耐震補強事業を着実に進めています。 

➢ 高速道路リニューアルプロジェクトに取り組み、橋梁やトンネルなどの構造物を最新の技術を用い

て補修・補強し、高速道路をこれからも長く健全に保ちます。 

➢ 緊急輸送道路上の橋梁に関して、大規模な地震時でも軽微な損傷にとどまり、速やかな機能回復

が可能となるよう耐震補強を進めていきます。 

■ 商業施設設備に関して、点検結果を踏まえ計画的に補修を実施しています。 

➢ ライフサイクルコストを考慮した中長期設備更新計画に基づき、お客さまの安全が確保できるよう、

点検・設備更新を実施していきます。 

 ② 事業を確実に執行するための対策の実施  

■ 当社グループの技術レベルを向上させるとともに、新たな技術開発に取り組んでいます。 

➢ 社会環境の変化に対応した新技術・新工法の導入を進めます。 

■ 適正な工事管理に向けた取組みとして、週単位の週休２日の標準化や、技術者の兼任要件の追

加などを実施し、担い手の確保や産業の持続可能性の向上に努めています。 

➢ 業界団体とコミュニケーションを取りながら、建設業界の働き方改革を引き続き推進していきます。 

■ 社員及び受注者を対象に重大事故防止の説明会を開催し、受注者・発注者一体となって工事中

事故の防止に努めています。なお、２０２５年度の工事中の死亡事故は１件でした（２０２４年度は２

件）。 

➢ 工事中事故防止の活動や安全に関する技術開発を進めるとともに、工事中事故防止対策の好事

例を水平展開するなど、労働災害の防止に努めていきます。 
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 ③ 幅広い観点から安全性向上の施策の着実な実施  

■ 東海環状自動車道の開通、名神高速道路 一宮ＩＣ～一宮ＪＣＴ（下り線）の渋滞対策等、高速道路

ネットワークの整備や渋滞対策を推進しています。 

➢ 高速道路の安全性向上に資する各事業を、計画的に推進していきます。 

■ 各機関の検討状況から得られた新たな知見に基づき、防災関係要領を改定しました。 

➢ 高まる地震リスク、温暖化の影響による巨大台風、異常降雨や大雪に対し、新たな知見を取り入

れ防災対策の強化に努めます。 

■ ＣＯ２排出量の削減に向け、ＮＥＸＣＯ中日本グループ「道路脱炭素化推進計画」を策定し、地球環

境の保全に努めています。 

➢ 社会の持続可能な発展に向けた施策に取り組んでいきます。 
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２０２6年度の取組み方針（P） 

 ① 点検計画及び点検結果に基づく補修工事等の着実な実施  

■ 近接目視を基本とした省令で定める５年に１回の点検を確実に実施し、点検結果を反映した計画

に基づいて維持修繕工事を行います。 

■ 高速道路リニューアルプロジェクトや耐震補強事業などを進めることにより、構造物の性能や機能

の向上、維持修繕工事の効率化を図ります。また、商業施設など道路構造物以外も、点検・維持修

繕を着実に実施します。 

 ② 事業を確実に執行するための対策の実施  

■ 今後の社内外の環境変化に対応した新技術・新工法の導入を進めます。 

■ 建設業界の担い手不足の解消に向けて、働き方改革を推進します。 

■ 労働災害防止に向け、グループ会社や工事受注者と連携し、工事中の事故防止対策を強化しま

す。 

 ③ 幅広い観点から安全性向上の施策の着実な実施  

■ 高速道路ネットワークの整備や、事故・渋滞対策など交通の円滑化を通じた安全性向上につなが

る施策を実施します。 

■ 激甚化・頻発化する自然災害に対し、防災対策を強化します。 

■ 次世代自動車の利用環境の整備など、社会の持続可能な発展に向けた施策に取り組みます。 
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【参考１】 安全性向上への「５つの取組み方針」の位置づけ（２０１６年度～） 
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【参考２】 「安全掲示板」等を通じた海外を含む社内外の安全に関する情報収集・共有 

  

※「安全掲示板」は、社内外の安全に関する情報を幅広く収集し、ＮＥＸＣＯ中日本グループ全体で共有することにより、安全

に関するコミュニケーションを活発にし、得た情報から安全意識の向上や安全性向上のための各種改善活動を推進するこ

とを目的としています。 
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【参考３】 人財育成マスタープラン
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【参考４】 安全性向上の取組みに関する自己評価 
 

＜安全性向上の取組みに関する自己評価の運用プロセス＞ 

① 各職場が安全意識調査の結果を確認（２月頃～） 

② 自己評価を用いた安全性向上の取組みに関する実施状況の確認（３～４月） 

・安全意識調査のうち「安全文化の８軸」の評価値と紐づく自己評価の項目の評価レベルを比較 

・比較結果を参考に強化すべき安全性向上の取組みの重点項目を設定 

③ 安全性向上に関する各取組みの具体的な目標の設定、計画の策定 

④ 安全性向上に関する各取組みの実施 

⑤ 総合安全推進部が各職場の取組み状況を確認、意見交換を通じてアドバイスを実施 

（隔年の「安全推進活動」） 

 

＜安全性向上の取組みに関する自己評価の概念＞ 

「文化の３つのレベル」（エドガー・H・シャイン）の第１層に該当する観察可能な行動（各職場の取組み）

を確認して改善することで第２層の価値観に働きかけ、安全文化の醸成を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

＜安全性向上の取組みに関する自己評価のポイント＞ 

評価項目は「安全性向上に向けた『５つの取組み方針』に基づく取組み」と整合させています。 

各職場で取組みの PDCA（継続改善）サイクルを着実に実践するように評価基準を設けています。 

 

安全性向上の取組みに関する自己評価の評価レベルの基本的な考え方 
 

 

 

 

 

 

① 文書化したルール（手順）がある。 

② 目的・目標を設定している。 

③ 実行に関わる責任と権限を割り当てている。 

④ ルール（手順）に基づき実行している。 

⑤ 定期的にレビューを行っている。 

⑥ 改善を文書化したルール（手順）に反映している。 

⑦ 上記を可用な形で記録している。 

（「文化の３つのレベル」と安全文化レベルの把握） 
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【参考５】 ２０２５年度取組み方針の補足 
 

 

 

 



安全性向上への不断の取組み －5カ年の総括（2021～2025年度）－

当社では、2016年に策定した「安全性向上への『5つの取組み方針』」に基づき、さまざまな安全性向上の取組みを実践しており、

2021～2025年度の5カ年に実施した安全性向上の取組みの評価を行いました。

今後の方向性主な成果（社員意識調査の結果、各取組みの実績などから評価）5つの取組み方針

意識の浸透は進んでおり、それを自律的
な行動へつなげていく

○ 「安全を最優先とする意識」がグループ内へ浸透

○ 経営陣の安全に対する想いの発信による安全意識の浸透

○ グループ内の連携・コミュニケーションが充実

1.安全を最優先とする企業文化の醸成

情報の収集・共有は進んできたため、それ
らの活用・実践へつなげる

○ 情報の収集・伝達意識の浸透

○ 「安全性向上有識者会議」のアドバイスが現場へ浸透

○ 安全提案やヒヤリ・ハット投稿など安全掲示板の活用が定着

2.安全活動の推進

事故後入社社員の割合の上昇

チャレンジVの取組みと連携してエン
ゲージメントを向上させる

○ 安全啓発研修を全グループ社員が受講

○ 工事管理エキスパートを各現場に配置し、現場OJTを強化

○ ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの取組みの推進

3.安全を支える人財の育成

生産年齢人口の減少やデジタル技術の進
展、高速道路の老朽化の進行など、社内
外の環境変化への対応

社員のリスク感度を高めることを継続し
つつ、引き続き業務プロセスの改善を進
める

○ 構造物のリスクに対応した業務のPDCAサイクルの浸透

○ i-MOVEMENT、i-Constructionの取組みを推進

⒋ 道路構造物等の経年劣化や潜在的リ
スクに対応した業務プロセスの継続的
改善

今後の社内外の環境変化に対応しながら
事業を着実かつ効率的に推進する

激甚化する災害への対応を継続

○ 省令で定められた5年に1回の近接目視を基本とする構造物の「定期点
検」の着実な実施

○ 「健全性の診断の判定区分Ⅲ」の構造物損傷の着実な措置

○ 高速道路ネットワークの整備、高速道路リニューアルプロジェクト、耐震補
強事業の推進

○ 大雪時の計画的通行止めによる対策の社会への浸透

⒌ 安全性向上に向けた着実かつ効率的
な事業の推進

1

資料3

＜5カ年の主な成果＞



取組みへの反映有識者からのアドバイス（抜粋）

• 安全性向上e-ラーニングにより全グループ
社員が学習

• 各現場で行う安全推進活動において、アドバ
イスの現場への浸透

長年のノウハウの蓄積がマニュアルだと認識し、マニュアルを徹底していただきたい。

SLＱDC の優先順位を繰り返し伝達し、全社員一人ひとりの日常業務に如何に展開・具現化するかを具体例
で示し現場での実践を図られたい。

安全対策については、フェールセーフの視点で見直しを行い、その通り実行されているか、リーダーは部下に
考えさせるよう徹底していただきたい。

• 2026年度以降の安全啓発研修プログラム
へ反映

笹子トンネル天井板崩落事故の後に入社した社員が増えてきていることを念頭に、引き続き安全啓発館の
研修プログラムを充実して事故の風化防止と安全意識の向上に努める必要がある。

二度とこのような事故を起こしてはならない」との反省と決意で安全性向上に取り組んでいるが、笹子トン
ネル天井板崩落事故の原因や背景を正しく理解し、同様の原因、背景で発生した事故や、事故で得られた反
省と教訓が守られずに発生した事故は「このような事故」であるとの共通認識を全社員で共有し、どのような
小さな事故でも、これら共通認識に基づく対応が重要である。

笹子トンネル天井板崩落事故について、自分の言葉で語れるようにしていただきたい。

• 他企業との交流の機会を創出
他社との交流会や道路会社間での人事交流を増やすことで、外部のことを知り、自社の取組みの位置付けを
知るきっかけとすることがよい。

• 定例会見においてメンテナンス業務の情報
を発信

携わっている社員の励みにもなることから、メンテナンスに関する情報を定例記者会見等で発信していただ
きたい。

• 防災業務要領等の改正
南海トラフ地震、富士山噴火、首都圏直下型地震の防災対策について、政府も含め新たな取組みが進んでい
くと思われるので、状況を確認し自社の対策に組み入れていただきたい。

各年の安全性向上有識者会議ではさまざまなアドバイスをいただき、安全性向上の取組みへ反映しました。

安全性向上への不断の取組み －5カ年の総括（2021～2025年度）－

2

＜アドバイスによる改善点＞



安全性向上への不断の取組み －次期5カ年（202６～20３０年度）に向けた取組み－

「経営計画チャレンジV（2026ー2030）」に基づき、安全性向上に向けた不断の取組みを深化させるため、「安全性向上への『５つの

取組み方針』」に則り、以下の点に重点をおいて取組んでまいります。

今後の取組みの重点5つの取組み方針（変更なし）

グループ全体の連携・コミュニケーションを充実し、安全に関する共通認識を醸成し
つつ、褒める文化の実践などを通じて、自律的な行動を促す。

1.安全を最優先とする企業文化の醸成

グループ内の連携・コミュニケーションの充実により、安全を最優先とする価値感が
共有され、自律的な行動が展開される企業文化を醸成します。

情報収集・共有から得られた良い事例が各職場に落とし込まれるなど、情報の収集・
共有から、それら情報が活用されることを目指す。

引き続き現場の課題の把握、共有に努め、更にその解決に向けた支援を確実に進め
る。

2.安全活動の推進

海外を含む社内外の安全に関する多様な情報の収集・共有や、最新の知見によるき
め細かな現場への支援・指導等に加え、社外の視点も採り入れ、組織横断的な安全
活動を推進します。

事故後入社社員の割合が更に高まることを踏まえ、笹子トンネル天井板崩落事故の
背景や教訓を繰り返し学び、自分事として深く理解し、自らの言葉で次世代へ伝承
できる人財を育成する。

挑戦の機会と成長の実感を高める環境の整備を通じて、エンゲージメントの向上を
図る。

3.安全を支える人財の育成

安全を最優先し、強い責任感・意欲・誇りと、高い技術力を持って自ら考え行動する
人財を育成します。

生産年齢人口の減少やデジタル技術の進展、高速道路の老朽化の進行など、社内外
の環境変化に対応する。

社員一人ひとりのリスク感度を高める取組みを継続するとともに、現場に根差した
業務プロセスの改善を継続し、リスク対応力の強化および点検維持業務の高度化・効
率化を図る。

４．道路構造物等の経年劣化や潜在的リスクに対応した業務プロセスの継続的改善

道路構造物等の経年劣化や潜在的リスクに対応した計画・実行・評価・改善のサイク
ルを着実に実践し、現場に根ざした業務の継続的改善を行います。

今後の社内外の環境変化に対応しつつ着実かつ効率的に事業を推進する。

激甚化する災害に対応する。

５．安全性向上に向けた着実かつ効率的な事業の推進

点検・補修技術の更なる向上と、効果的な経営資源の投入により、安全性向上に向
けた事業を着実かつ効率的に実施します。

3

＜今後の取組みの重点＞


